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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　筺体の天面に設けられ設定入力操作により回転される操作子、および、この操作子の前
記設定入力操作による移動状況に対応した操作信号を出力する移動状況検出手段を備えた
スイッチ装置における前記操作子の前記設定入力操作時の負荷を調整する負荷調整装置で
あって、
　前記設定入力操作による前記操作子の回転の際に発生する負荷の大きさを変更可能に設
定する負荷設定手段と、
　前記負荷設定手段で設定する前記負荷の大きさを変更させる負荷変更手段と、
　を具備し、
　前記負荷設定手段は、前記操作子と回転軸同士が略平行に設けられ前記操作子に外周面
が接触する回転部材と、前記回転部材の回転軸方向に弾性変形され前記回転部材の回転軸
方向の端面を押し付ける付勢力を変化させる付勢手段とを備え、前記操作子が回転する際
の摩擦抵抗を前記負荷として発生させ、
　前記負荷変更手段は、前記操作子の前記設定入力操作から独立して前記筺体の外部から
入力操作可能に設けられた設定操作部と、この設定操作部の前記入力操作に連動して前記
入力操作を前記付勢手段に伝達し、前記付勢手段を前記回転部材の回転軸方向に弾性変形
させる動作部とを備え、前記負荷設定手段にて発生させる摩擦抵抗を前記設定操作部の前
記入力操作に対応して増減させて前記負荷の大きさを変更させる
　ことを特徴とした負荷調整装置。
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【請求項２】
　請求項１に記載の負荷調整装置であって、
　前記操作子の下面には、前記回転部材の外周面に接触するガイドリブ部が突設され、
　前記負荷設定手段は、前記摩擦抵抗により前記回転部材の回転を規制して前記負荷を発
生させる
　ことを特徴とした負荷調整装置。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の負荷調整装置であって、
　前記負荷設定手段は、前記回転部材の回転軸方向の端面に摺接する座金を備え、前記付
勢手段の前記付勢力により前記座金を前記回転部材の回転軸方向の端面に押し付けて、前
記操作子が回転する際の摩擦抵抗を発生させる
　ことを特徴とした負荷調整装置。
【請求項４】
　請求項１ないし請求項３のいずれかに記載の負荷調整装置であって、
　前記回転部材は、前記操作子に設けられるラックに外周面が係合し、前記操作子の移動
に伴って回転するピニオンである
　ことを特徴とした負荷調整装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の負荷調整装置であって、
　前記回転部材は、前記移動状況検出手段に設けられ前記操作子の移動状況に対応して回
転しこの回転状況が検出されて前記操作信号を出力させる歯車が係合する前記ラックに外
周面が係合される
　ことを特徴とした負荷調整装置。
【請求項６】
　筺体の天面に設けられ設定入力操作により回転される操作子、および、この操作子の前
記設定入力操作による移動状況に対応した操作信号を出力する移動状況検出手段を備えた
スイッチ装置における前記操作子の前記設定入力操作時の負荷を調整する負荷調整装置で
あって、
　前記設定入力操作により前記操作子が回転する際の摩擦抵抗を前記負荷として変更可能
に発生させる摩擦発生手段を備えた負荷設定手段と、
　前記摩擦発生手段にて発生させる摩擦抵抗を増減させて前記負荷設定手段で設定する前
記負荷の大きさを変更させる負荷変更手段と、
　を具備し、
　前記負荷設定手段は、前記操作子の回転軸方向で前記操作子と接触し弾性変形可能に前
記操作子に摺接する摺接部材を備え、前記操作子が回転する際の摩擦抵抗を前記負荷とし
て発生させ、
　前記負荷変更手段は、前記操作子の前記設定入力操作から独立して前記筺体の外部から
入力操作可能に設けられた設定操作部と、この設定操作部の前記入力操作に連動して前記
入力操作を前記摺接部材に伝達し、前記摺接部材を前記操作子に異なる弾性変形量で摺接
させる動作部とを備え、前記摩擦発生手段にて発生させる摩擦抵抗を前記設定操作部の前
記入力操作に対応して増減させて前記負荷の大きさを変更させる
　たことを特徴とした負荷調整装置。
【請求項７】
　請求項６に記載の負荷調整装置であって、
　前記摺接部材は、一端側が弾性変形されて前記操作子に摺接可能に舌片状に突出する状
態で他端が前記摩擦発生手段に保持された板ばね部材である
　ことを特徴とした負荷調整装置。
【請求項８】
　請求項１ないし請求項７のいずれかに記載の負荷調整装置であって、
　前記設定操作部は、前記入力操作により移動可能に設けられ、
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　前記負荷変更手段は、前記入力操作により移動された前記設定操作部の位置を保持する
操作位置保持手段を備えた
　ことを特徴とした負荷調整装置。
【請求項９】
　請求項８に記載の負荷調整装置であって、
　前記操作位置保持手段は、前記設定操作部に一体的に設けられた係止部と、前記設定操
作部の移動により前記係止部に対して相対的に移動する方向に沿って複数設けられ前記係
止部が係脱可能に係合する係合部と、を備えた
　ことを特徴とした負荷調整装置。
【請求項１０】
　請求項１ないし請求項３および請求項８ないし請求項９のうちのいずれかに記載の負荷
調整装置であって、
　前記設定操作部は、前記設定入力操作可能に筐体の一面に臨んで前記操作子が配設され
る前記筐体の一面に臨んで、前記入力操作が可能に配設された
　ことを特徴とした負荷調整装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の負荷調整装置であって、
　前記設定操作部は、前記筐体の一面から進出した状態で前記入力操作が可能でかつ後退
した状態で前記入力操作が不可能に、前記筐体に進退可能に設けられた
　ことを特徴とした負荷調整装置。
【請求項１２】
　請求項１ないし請求項３および請求項８ないし請求項９のうちのいずれかに記載の負荷
調整装置であって、
　前記設定操作部は、前記設定入力操作可能に筐体の一面に臨んで前記操作子が配設され
る前記筐体の一面以外の他面に臨んで、前記入力操作が可能に配設された
　ことを特徴とした負荷調整装置。
【請求項１３】
　請求項１０ないし請求項１２のいずれかに記載の負荷調整装置であって、
　前記移動状況検出手段は、前記筐体内に収容され情報を処理する情報処理手段へ前記操
作信号を出力し、前記情報処理手段による前記情報の処理状況を前記設定入力操作に対応
して変更させる
　ことを特徴とした負荷調整装置。
【請求項１４】
　筺体の天面に設けられ設定入力操作により回転される操作子と、
　この操作子の前記設定入力操作による移動状況に対応した操作信号を出力する移動状況
検出手段と、
　前記設定入力操作による前記操作子の回転の際に発生する負荷の大きさを入力操作状況
に対応して変更して前記操作子の前記設定入力操作時の負荷を調整する請求項１ないし請
求項１３のいずれかに記載の負荷設定装置と、
　を具備したことを特徴としたスイッチ装置。
【請求項１５】
　請求項１４に記載のスイッチ装置と、
　このスイッチ装置の移動状況検出手段から前記設定入力操作に対応して出力される前記
操作信号に基づいて、処理する情報の処理状況を変更する情報処理手段と、
　を具備したことを特徴とした情報処理装置。
【請求項１６】
　請求項１４に記載のスイッチ装置と、
　このスイッチ装置の移動状況検出手段から前記設定入力操作に対応して出力される前記
操作信号に基づいて、処理する情報の処理状況を変更する情報処理手段と、を具備し、
　前記操作手段の操作子は、回転操作となる前記設定入力操作により回転可能に設けられ
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た回転体部であり、
　前記スイッチ装置の負荷変更手段は、前記回転体部の回転操作による回転の際に発生し
前記負荷設定手段で設定された負荷の大きさを前記回転操作に対応して変更する
　ことを特徴としたＤＪ用再生装置。
【請求項１７】
　請求項１５に記載の情報処理装置、または、請求項１６に記載のＤＪ用再生装置と、
　前記情報処理装置または前記ＤＪ用再生装置にて処理された前記情報を出力させる出力
手段と、
　を具備したことを特徴とした再生装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、設定入力操作される操作子の負荷を調整する負荷調整装置、スイッチ装置、
情報処理装置、ＤＪ用再生装置および再生装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電気的な信号を制御するコントロール装置として、ボタン式やボリューム式など
各種構成のスイッチ装置が知られている。そして、各種構成のスイッチ装置は、制御する
電気的な信号の種別や制御内容、あるいは意匠上の観点などにより、適宜選択されて各種
電気機器に利用されている。
【０００３】
　一方、音楽を演奏する場合に、再生装置としてのレコードプレーヤを用い、ディスクジ
ョッキ（ＤＪ）と呼ばれる奏者によって、ダンスミュージックなどを演奏するＤＪ奏法が
知られている。このＤＪ奏法は、レコード盤に記録された音楽情報をダンスミュージック
などとして効果的に演奏する方法である。具体的には、ディスクジョッキが、レコードプ
レーヤのレコード盤が載置されたターンテーブルの回転状態を手動により制御し、レコー
ド盤に記録された音楽情報を再生、停止、あるいは音楽情報の同一フレーズの繰り返し再
生、および、再生を始めたい位置への頭出し再生などを実施する。
【０００４】
　また、近年では、音声や音楽などの音情報や画像や映像などの像情報がデジタルデータ
として記録されたＣＤ（Compact Disc）やＤＶＤ（Digital Versatile Disc）などの記録
媒体を用いて、上記のようなダンスミュージックなどの音楽コンテンツや画像コンテンツ
などを再生する再生装置が知られている（例えば、特許文献１および特許文献２参照）。
これら特許文献１および特許文献２に記載のものは、アナログのレコードプレーヤの操作
感を擬似的に再現してターンテーブルの回転を手動で制御する感覚で、音情報などの再生
状況を制御する構成が採られている。すなわち、台座部にリング状の回転駆動部を軸方向
となる接離方向で移動可能に設けている。そして、回転駆動部には円盤状のジョグテーブ
ルが回転自在に載置されて配設されている。また、台座部には、ジョグテーブルの回転が
伝達されジョグテーブルの回転を検出する回転検出手段と、回転駆動部に対向する位置に
この台座部の周方向に沿って設けられジョグテーブルの押圧操作により回転駆動部が台座
部へ近接する状態に移動されたことを検出してジョグテーブルが押圧されたことを検出す
るテープ状スイッチと、が設けられている。
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－８６９５８号公報（第８頁ないし第２１頁）
【特許文献２】特開２００４－８７１９２号公報（第６頁ないし第１５頁）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、従来のレコードプレーヤでは、電動モータからの回転駆動を無端ベルトを介
して伝達されてターンテーブルが一方向に回転し、このターンテーブル上に載置されたレ



(5) JP 4571973 B2 2010.10.27

10

20

30

40

50

コード盤を再生する構成が採られている。このことにより、用いられる電動モータの出力
値や無端ベルトの形状や材質などにより、異なる機種のレコードプレーヤでは、ＤＪ奏法
でターンテーブルを回転させる操作時にＤＪ奏者が受け止める負荷が異なる。したがって
、ＤＪ奏法の方法やＤＪ奏者の嗜好などから、所望の負荷が得られるレコードプレーヤが
利用される。
【０００７】
　しかしながら、上述した特許文献１および特許文献２に記載のような従来の構成では、
ジョグテーブルが単に回転自在に配設されているので、回転操作時に生じる負荷による操
作感は略同一であることから、ＤＪ奏法の方法やＤＪ奏者の嗜好などに対応した操作感が
得られにくい。特に、特に近年のＤＪ奏法の多様化に伴って、より嗜好に対応した操作感
が得られる再生装置が望まれている。
【０００８】
　一方、例えば特開２００５－６４０７１号公報に記載のように、利用者の嗜好に合わせ
て操作子に加わる負荷の大きさを調整することができる信号調整装置が知られている。こ
の特開２００５－６４０７１号公報に記載のものは、操作子が連結され支持部材に移動可
能に支持されたツマミ状の移動部材に磁石を固定しているとともに、移動部材の移動方向
に延在する磁性体の金属板を配設している。そして、磁石が磁力によって吸引することに
より移動部材の移動に負荷を付与するようになっている。さらに、ドライバーなどが係合
する溝が一端に形成され使用者によって回転される回転軸が設けられている。この回転軸
の回転により金属板が、移動部材の移動方向と交差する方向に移動し、磁石と金属板との
間の距離が任意に設定され、移動部材の移動に付与する負荷を調整可能となっている。
【０００９】
　この特開２００５－６４０７１号公報に記載の磁石により負荷を調整する構成を、ジョ
グテーブルの回転操作時に生じる負荷の調整に適用することが考えられる。しかしながら
、近年の多様化するＤＪ奏法に対応して負荷を調整し直す際に、ドライバーなどの工具を
利用する必要があり、煩雑である。また、特開２００５－６４０７１号公報に記載の直線
移動する操作子に連結した磁石と、この磁石の移動方向に沿って延設した金属板とにて負
荷を調整する構成を、回転操作される操作子の負荷の調整を適用することが困難である。
一方、磁石と金属板との対向距離で負荷を調整する構成では、負荷の大きさを調整する範
囲を広く設定するためには、比較的に強い磁力の磁石を用いるとともに、磁石と金属板と
の調整できる対向距離を大きく設定する必要があり、構成の簡略化が図りにくい。
【００１０】
　本発明は、このような実情などに鑑みて、操作子の良好な負荷が得られる負荷調整装置
、スイッチ装置、情報処理装置、ＤＪ用再生装置および再生装置を提供することを１つの
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の負荷調整装置は、筺体の天面に設けられ設定入力操作により回転される操作子
、および、この操作子の前記設定入力操作による移動状況に対応した操作信号を出力する
移動状況検出手段を備えたスイッチ装置における前記操作子の前記設定入力操作時の負荷
を調整する負荷調整装置であって、前記設定入力操作による前記操作子の回転の際に発生
する負荷の大きさを変更可能に設定する負荷設定手段と、前記負荷設定手段で設定する前
記負荷の大きさを変更させる負荷変更手段と、を具備し、前記負荷設定手段は、前記操作
子と回転軸同士が略平行に設けられ前記操作子に外周面が接触する回転部材と、前記回転
部材の回転軸方向に弾性変形され前記回転部材の回転軸方向の端面を押し付ける付勢力を
変化させる付勢手段とを備え、前記操作子が回転する際の摩擦抵抗を前記負荷として発生
させ、前記負荷変更手段は、前記操作子の前記設定入力操作から独立して前記筺体の外部
から入力操作可能に設けられた設定操作部と、この設定操作部の前記入力操作に連動して
前記入力操作を前記付勢手段に伝達し、前記付勢手段を前記回転部材の回転軸方向に弾性
変形させる動作部とを備え、前記負荷設定手段にて発生させる摩擦抵抗を前記設定操作部
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の前記入力操作に対応して増減させて前記負荷の大きさを変更させることを特徴とする。
【００１２】
　本発明の負荷調整装置は、筺体の天面に設けられ設定入力操作により回転される操作子
、および、この操作子の前記設定入力操作による移動状況に対応した操作信号を出力する
移動状況検出手段を備えたスイッチ装置における前記操作子の前記設定入力操作時の負荷
を調整する負荷調整装置であって、前記設定入力操作により前記操作子が回転する際の摩
擦抵抗を前記負荷として変更可能に発生させる摩擦発生手段を備えた負荷設定手段と、前
記摩擦発生手段にて発生させる摩擦抵抗を増減させて前記負荷設定手段で設定する前記負
荷の大きさを変更させる負荷変更手段と、を具備し、前記負荷設定手段は、前記操作子の
回転軸方向で前記操作子と接触し弾性変形可能に前記操作子に摺接する摺接部材を備え、
前記操作子が回転する際の摩擦抵抗を前記負荷として発生させ、前記負荷変更手段は、前
記操作子の前記設定入力操作から独立して前記筺体の外部から入力操作可能に設けられた
設定操作部と、この設定操作部の前記入力操作に連動して前記入力操作を前記摺接部材に
伝達し、前記摺接部材を前記操作子に異なる弾性変形量で摺接させる動作部とを備え、前
記摩擦発生手段にて発生させる摩擦抵抗を前記設定操作部の前記入力操作に対応して増減
させて前記負荷の大きさを変更させることを特徴とする。
【００１３】
　本発明のスイッチ装置は、筺体の天面に設けられ設定入力操作により回転される操作子
と、この操作子の前記設定入力操作による移動状況に対応した操作信号を出力する移動状
況検出手段と、前記設定入力操作による前記操作子の回転の際に発生する負荷の大きさを
入力操作状況に対応して変更して前記操作子の前記設定入力操作時の負荷を調整する前述
した本発明の負荷設定装置と、を具備したことを特徴とする。
【００１４】
　本発明の情報処理装置は、前述した本発明のスイッチ装置と、このスイッチ装置の移動
状況検出手段から前記設定入力操作に対応して出力される前記操作信号に基づいて、処理
する情報の処理状況を変更する情報処理手段と、を具備したことを特徴とする。
【００１５】
　本発明のＤＪ用再生装置は、前述した本発明のスイッチ装置と、このスイッチ装置の移
動状況検出手段から前記設定入力操作に対応して出力される前記操作信号に基づいて、処
理する情報の処理状況を変更する情報処理手段と、を具備し、前記操作手段の操作子は、
回転操作となる前記設定入力操作により回転可能に設けられた回転体部であり、前記スイ
ッチ装置の負荷変更手段は、前記回転体部の回転操作による回転の際に発生し前記負荷設
定手段で設定された負荷の大きさを前記回転操作に対応して変更することを特徴とする。
【００１６】
　本発明の再生装置は、前述した本発明の情報処理装置、または、前述した本発明のＤＪ
用再生装置と、前記情報処理装置または前記ＤＪ用再生装置にて処理された前記情報を出
力させる出力手段と、を具備したことを特徴とする。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
〔再生システムの構成〕
　以下、本発明の一実施の形態における再生装置としての再生システムの構成について、
図１を参照して説明する。なお、本発明におけるスイッチ装置としては、再生システムに
利用される構成の他、いずれの情報を処理する構成、さらには情報を処理する構成のみな
らず、いずれのスイッチ構成にも適用可能である。図１は、本発明の再生装置に係る再生
システムを示すブロック図である。図２は、再生システムを構成する情報処理装置を示す
平面図である。
【００１８】
　図１において、１００は再生システムで、この再生システム１００は、情報としての音
楽や音声に関する音情報や、静止画像や映像に関する画像情報などを再生する。この再生
システム１００は、出力手段２００と、ＤＪ用再生装置である情報処理装置３００と、を
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備えている。
【００１９】
　出力手段２００は、情報処理装置３００から出力される信号に基づいて、音声や音楽、
あるいは静止画像や映像として出力する。この出力手段２００は、発音手段２１０と、表
示手段２２０と、を備えている。発音手段２１０は、図示しないスピーカを備えている。
そして、発音手段２１０は、情報処理装置３００から音情報に対応した信号を取得すると
、例えば増幅などの処理を適宜実行してスピーカから音声や音楽として発音により出力す
る。一方、表示手段２２０は、情報処理装置３００から画像情報に対応した信号を取得す
ると、適宜処理して静止画像や映像として表示により出力する。この表示手段２２０とし
ては、例えば液晶表示パネルや有機ＥＬ（Electro Luminescence）パネル、ＰＤＰ（Plas
ma Display Panel）、ＣＲＴ（Cathode-Ray Tube）、ＦＥＤ（Field Emission Display）
、電気泳動ディスプレイパネルなどが例示できる。
【００２０】
　情報処理装置３００は、いわゆるＤＪ用再生装置で、図示しない記録媒体に記録された
情報を出力手段で出力可能に処理する。この処理としては、例えば、ディスクジョッキ（
ＤＪ）と呼ばれる奏者が、レコードプレーヤを用いてレコード盤の音楽情報を演奏する場
合と同様な操作に対応した情報の処理である。ここで、記録媒体としては、例えばＣＤ－
ＤＡ（Compact Disc-Digital Audio）、ＣＤ－ＲＯＭ（Compact Disc-Read Only Memory
）、ＤＶＤ－ＲＯＭ（Digital Versatile Disc - Read Only Memory）、ＤＶＤ－Ｒ（Dig
ital Versatile Disc-Recordable）、ＤＶＤ－ＲＷ（Digital Versatile Disc - ReWrita
ble）、などの光ディスク、光磁気（ＭＯ：magneto-optical）ディスク、ハードディスク
などの磁気ディスク、あるいはメモリカードやＩＣ（Integrated Circuit）カードなど、
着脱可能な構成の他、半導体メモリなども対象とすることができる。
【００２１】
　そして、情報処理装置３００は、例えば図２に示すように、ＡＢＳ（Acrylonitrile-Bu
tadiene-Styrene）樹脂にて略矩形状に形成された筐体としての本体ケース３０１を有し
ている。この本体ケース３０１内には、記録媒体に記録された情報を読み取って出力手段
２００で出力すなわち再生するための処理をする情報処理手段４００が設けられている。
また、本体ケース３０１の一側面である正面（図２中の下側）には、側方に向けて開口す
る挿入口３０２が設けられている。この挿入口３０２は、記録媒体が挿通して本体ケース
３０１内外へ搬送可能に設けられている。なお、挿入口３０２は、１つに限らず、異なる
種別の記録媒体が利用可能である場合には、それら種別に対応して複数設けられていても
よい。また、本体ケース３０１の一面としての平面である上面（図２で示される面）には
、略中央に位置して情報処理手段４００とにより本発明の情報処理装置を構成する大型の
スイッチ装置５００が臨んで配設される略円形のスイッチ窓部３０３が開口形成されてい
る。さらに、本体ケース３０１の上面には、情報処理手段４００の処理状態を設定入力す
る各種操作部材が複数設けられているとともに、情報の処理状態などを表示する第１の表
示装置３１０が設けられている。
【００２２】
　　(スイッチ装置の構成)
　次に、本発明に係わるスイッチ装置５００について図面を参照して説明する。図３は、
スイッチ装置を示す平面図である。図４は、スイッチ装置を示す側面断面図である。図５
は、スイッチ装置における回転移動検出手段が配設された位置を切り欠いた側面断面図で
ある。図６は、回転体部を示す一部を切り欠いた分解斜視図である。図７は、ジョグテー
ブル部を示す平面図である。図８は、回転体部を取り外した状態のスイッチ装置における
回転体部と回転検出手段との関係を示す平面図である。図９は、回転体部を取り外した状
態のスイッチ装置における回路基板の配置状況を示す平面図である。図１０は、回転体部
および回転動作部を取り外した状態のスイッチ装置を示す平面図である。図１１は、スイ
ッチ装置における回転体を取り外した状態での回転検出手段近傍の平面断面図である。図
１２は、スイッチ装置における回転体を取り外した状態での台座部を切り欠いた回転検出
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手段近傍の斜視図である。図１３は、スイッチ装置における規制手段の位置を切り欠いた
側面断面図である。図１４は、スイッチ装置のねじ止めリブ部近傍の側面断面図である。
図１５は、スイッチ装置のガイドピン部近傍の側面断面図である。図１６は、スイッチ装
置の押圧膨出部近傍の側面断面図である。図１７は、スイッチ装置の緩衝部材近傍の側面
断面図である。図１８は、スイッチ装置における規制手段近傍の断面図である。図１９は
、規制手段の負荷変更のための一部として構成される操作位置保持手段を示す平面断面図
である。
【００２３】
　スイッチ装置５００は、図２ないし図５に示すように、例えばレコード盤を再生するた
めのレコードプレーヤにおけるターンテーブルを模擬した形状に構成されている。このス
イッチ装置５００は、ユーザの入力操作により情報の処理状態を可変設定する。具体的に
は、情報として音楽情報を再生するために処理する場合に、音楽情報の再生速度や再生方
向、再生の停止や再開などの音楽情報の再生状態を可変するなど、情報の処理状態を可変
設定する。そして、スイッチ装置５００は、操作手段を構成する操作子としての回転体部
６００と、軸支台座部７００と、移動状況検出手段８００と、負荷調整装置としての規制
手段９００と、を備えている。
【００２４】
　回転体部６００は、図２ないし図６に示すように、移動部としてのジョグテーブル部６
１０と、支持手段を構成する周縁覆い部としてのジョグリング部６５０と、を有している
。これらジョグテーブル部６１０およびジョグリング部６５０は、例えば比較的に機械的
強度が強く家電機器などに広く利用されているＡＢＳ樹脂にて形成されている。
【００２５】
　そして、ジョグテーブル部６１０は、図２ないし図７に示すように、略円板状の天面部
としてのテーブル板６１１と、このテーブル板６１１の周縁に上端縁が連続する略円筒状
の胴体部６１２と、この胴体部６１２の下端縁に径方向の外方に向けてフランジ状に突出
する突出部としてのフランジ部６１３と、を一連に有し、略円盤状に形成されている。テ
ーブル板６１１の略中央には、略円形の表示窓部６１４が開口形成されている。そして、
テーブル板６１１の表示窓部６１４は、透光性を有した保護板６１５にて閉塞されている
。また、ジョグテーブル部６１０のテーブル板６１１の上面には、保護板６１５の外周側
に位置して、例えばリング状のポリカーボネート板やゴム板などの比較的に摩擦が生じや
すい滑り止め部材６１８が設けられている。さらに、ジョグテーブル部６１０のテーブル
板６１１の下面である胴体部６１２が突出する側の面には、表示窓部６１４と略同芯上に
一対のガイドリブ部６２１が二重構造で突設されている。これらガイドリブ部６２１間に
は、ガイド溝部６２２が区画形成される。また、外周側のガイドリブ部６２１の外周面に
は、ラックである第１の歯車６２３が設けられている。さらに、ジョグテーブル部６１０
の胴体部３１２の外周面には、係止リブ部６２５が例えば周方向で複数設けられている。
【００２６】
　また、ジョグリング部６５０には、嵌挿筒部６５１と、操作面部６５２と、係合フラン
ジ部６５３と、を有し、略リング状に形成されている。嵌挿筒部６５１は、ジョグテーブ
ル部６１０の胴体部６１２を内周側に嵌挿可能でかつジョグテーブル部６１０のフランジ
部６１３を挿通不可能な内径の略円筒状に形成されている。この嵌挿筒部６５１の軸方向
の一端である下端縁には、ジョグテーブル部６１０の係止リブ部６２５が係合する係合切
欠部６５４が係止リブ部６２５の配置位置に対応して複数設けられている。操作面部６５
２は、嵌挿筒部６５１の軸方向の一端である上端縁から斜め外方でかつ下方に向けて嵌挿
筒部６５１を覆う状態に一連に設けられている。この操作面部６５２の外周面には、略等
間隔に略球面凹状の操作凹部６５７が設けられている。さらに、操作面部６５２の外周面
には、操作凹部６５７の間に位置して、略円柱状の操作膨出部６５８が斜めに複数、例え
ば３つ略直線状に設けられている。係合フランジ部６５３は、操作面部６５２の下端縁か
ら外方に向けて略フランジ状に突出する状態に一連に設けられている。
【００２７】
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　一方、軸支台座部７００は、図２ないし図５および図８ないし図１８に示すように、台
座部７１０と、回転動作部７５０と、を備えている。台座部７１０は、回転体部６００を
回転可能に軸支する。回転動作部７５０は、台座部７１０に軸支される回転体部６００の
回転を円滑に案内支持する。
【００２８】
　そして、台座部７１０は、例えば比較的に機械的強度が強く家電機器などに広く利用さ
れているＡＢＳ樹脂にて形成されている。この台座部７１０は、略円板状の天板部７１１
と、この天板部７１１の周縁に上端縁が連続する略円筒状の円筒部７１２と、この円筒部
７１２の下端縁に径方向の外方に向けて鍔状に突出する鍔部７１３と、を一連に有し、略
円盤状に形成されている。
【００２９】
　また、台座部７１０の天板部７１１には、略中央に位置して略四角形の窓部７２１が開
口形成されているとともに、周縁近傍に位置して回転検出窓部７２２Ａ開口形成されてい
る。さらに、天板部７１１の下面には、下方に向けて突出し回路基板７２３を取り付ける
基板取付リブ７２４が複数設けられている。回路基板７２３には、天板部７１１の窓部７
２１に臨んで表示面が位置する状態に、情報処理手段４００に接続され情報の処理状態を
表示する第２の表示装置３２０が搭載されている。
【００３０】
　さらに、天板部７１１の上面には、回転体部６００のジョグテーブル部６１０の回転を
案内する回転案内手段７３０が窓部７２１の一角に位置して設けられている。この回転案
内手段７３０は、例えば耐蝕性に優れたステンレス鋼板などの金属板にて略直角方向に長
手方向を有する略Ｌ字状に形成され、天板部７１１の所定の位置に位置決めされて取り付
けられる取付板部７３１を有している。そして、取付板部７３１の長手方向の両端部には
、回転自在に軸支された例えば真鍮製の略球状のローラ部７３２がそれぞれ設けられてい
る。そして、回転案内手段７３０は、ローラ部７３２の回転中心からの距離が等距離とな
る位置と、ジョグテーブル部６１０のテーブル板６１１の中心に対応する位置とが同一、
例えばローラ部７３２の回転中心を結ぶ線分を斜辺とした直角二等辺三角形の頂点が天板
部７１１の中心に位置する状態に、天板部７１１に取付固定されている。この取付固定さ
れた回転案内手段７３０は、ローラ部７３２がジョグテーブル部６１０のガイド溝部６２
２に係合し、台座部７１０の中心に回転体部６００の回転中心が位置する状態にジョグテ
ーブル部６１０を回転可能に支持する。すなわち、回転体部６００は、操作状況に対応し
て情報を所定の処理状態に設定するための利用者による設定入力操作である回転操作によ
り、台座部７１０に回転可能に軸支されている。
【００３１】
　なお、取付板部７３１は、ステンレス鋼板に限らず、いずれの金属板でもできる。特に
、耐蝕性を有するものや耐蝕性の処理が施されたものが好ましい。さらには、金属に限ら
ず、例えば機械的強度が強いエンジニアリングプラスチックなどの合成樹脂などを用いる
こともできる。また、回転案内手段７３０は、取付板部７３１を用いずローラ部７３２を
天板部７１１に直接軸支する構成としてもよく、一対設けた構成に限らず複数設けた構成
、さらには天板部７１１に対して放射状に回転軸を有する状態に複数配設する構成など、
回転体部６００を回転可能に支持可能ないずれの構成でもできる。
【００３２】
　そして、台座部７１０の円筒部７１２には、外周面に複数の凹部７１２Ａが複数設けら
れている。さらに、円筒部７１２には、内周面側を外周面側に連通する配線窓部７１２Ｂ
が設けられている。さらに、台座部７１０の鍔部７１３には、逃げ凹部７１２Ａ内に位置
して、上方に向けてねじ止めリブ部７１３Ａや、ガイドピン部７１３Ｂが適宜突設されて
いる。また、鍔部７１３には、円筒部７１２の周面に沿って円周状に突設され円筒部７１
２の外周面の外周側には、同芯円筒状の配線リブ７１３Ｃが設けられている。そして、円
筒部７１２および配線リブ７１３Ｃ間には、凹溝状の配線溝部７１３Ｄが区画形成されて
いる。さらに、鍔部７１３には、回転軸方向が円筒部７１２の中心に対して放射状となる
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状態に回転自在に軸支された複数の第１のローラ７１３Ｅが、同心円上に複数配設されて
いる。さらに、鍔部７１３には、同心円状に位置して複数の当接リブ７１３Ｆが突設され
ている。この当接リブ７１３Ｆは、鍔部７１３の上面に対して複数の第１のローラ７１３
Ｅの外周面で構成される平面の位置より低い高さ寸法で突設されている。そして、第１の
ローラ７１３Ｅの外周面にジョグリング部６５０の係合フランジ部６５３が載置する状態
に当接し、ジョグリング部６５０は複数の第１のローラ７１３Ｅ上でジョグテーブル部６
１０とともに台座部７１０の中心に回転中心が位置する状態で回転可能に載置支持される
。なお、ジョグリング部６５０の係合フランジ部６５３は、通常時は当接リブ７１３Ｆに
当接せず、例えば上方から強い力が作用した場合に各部位が変形するなどに際して当接す
る。このことにより、大きな外力による各部位の損傷が防止される。また、鍔部７１３に
は、同心円状に位置して複数設けられ、ジョグリング部６５０の係合フランジ部６５３の
外周縁を係合して台座部７１０から脱落を防止するガイド爪部７１３Ｇが設けられている
。
【００３３】
　また、回転動作部７５０は、回転体部６００のジョグテーブル部６１０を回転可能に載
置支持する。この回転動作部７５０は、台座部７１０の配線溝部７１３Ｄに対応して略リ
ング状に形成されている。そして、回転動作部７５０には、台座部７１０の鍔部７１３に
対向する面に、対向方向に略球面状に膨出する複数の押圧膨出部７５１と、例えばゴムや
高密度マイクロセルウレタンフォームあるいはコイルばね部材などの弾性変形可能な複数
の緩衝部材７５２と、が設けられている。さらに、回転動作部７５０には、放射状に回転
中心が位置する状態で外周面に回転体部６００のジョグテーブル部６１０のフランジ部６
１３の下面が当接してジョグテーブル部６１０を載置支持する複数の第２のローラ７５３
が配設されている。また、回転動作部７５０は、内周縁から内方に向けて台座部７１０の
凹部７１２Ａに対応した形状で舌片状に突出する支持片部７５４が複数設けられている。
これら支持片部７５４は、台座部７１０のねじ止めリブ部７１３Ａおよびガイドピン部７
１３Ｂに軸方向で移動可能に貫通する状態でかつ、ねじ止めリブ部７１３Ａに配設された
付勢手段としての例えばコイルばね７１３Ｈの復元力にて脱落不可能にねじ止めにて取り
付けられている。この取り付けられた状態では、緩衝部材７５２および押圧膨出部７５１
は台座部７１０の鍔部７１３に当接せず、コイルばね７１３Ｈを弾性変形する回転体部６
００の設定入力操作である押圧操作により緩衝部材７５２が当接し、さらに押圧操作され
ることで押圧膨出部７５１が当接する状態となっている。
【００３４】
　一方、移動状況検出手段８００は、利用者による回転あるいは押圧するなどの設定入力
操作により回転あるいは傾斜または押下移動などの回転体部６００の移動状況を認識する
。そして、移動状況検出手段８００は、例えば情報処理手段４００に接続され、認識した
移動状況に関する信号を情報処理手段４００へ出力する。この移動状況検出手段８００は
、回転移動検出手段８１０と、押圧検出手段８２０と、を備えている。
【００３５】
　回転移動検出手段８１０は、図８ないし図１２に示すように、台座部７１０の天板部７
１１の下面に、回転検出窓部７２２Ａに臨んで配設されている。そして、回転移動検出手
段８１０は、取付台座板８１１と、歯車である検出歯車８１２と、回転検出板８１３と、
検出手段としての回転検出センサ８１４と、を有している。
【００３６】
　取付台座板８１１は、長手板状に形成され、長手方向の一端部が天板部７１１の下面に
軸支され、長手方向の他端側を回動可能に配設されている。また、検出歯車８１２は、取
付台座板８１１の長手方向の他端部に、回転軸が取付台座板８１１の厚さ方向に沿う状態
で回転自在に軸支されている。この検出歯車８１２は、取付台座板８１１が天板部７１１
に配設された状態で、回転検出窓部７２２Ａから天板部７１１の上方に臨み、ジョグテー
ブル部６１０の第１の歯車６２３に係合してジョグテーブル部６１０の回転に対応して回
転する状態に軸支されている。また、回転検出板８１３は、透光性の合成樹脂にて検出歯
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車８１２の径寸法より径大の円板状に形成され、放射状に複数の帯状目盛り８１３Ａが印
刷形成されている。そして、回転検出板８１３は、検出歯車８１２に略同軸上に一体的に
取り付けられている。また、回転検出センサ８１４は、例えば回転検出板８１３の帯状目
盛り８１３Ａを検出する光センサ８１４Ａとこの光センサ８１４Ａからの出力信号を取得
して操作に対応した操作信号である所定の検出信号を出力する回路が搭載された検出回路
基板８１４Ｂとを有している。この回転検出センサ８１４は、光センサ８１４Ａの光軸が
回転検出板８１３の帯状目盛り８１３Ａが印刷形成された外周部分に位置して回転検出板
８１３の厚さ方向に沿う状態に取付台座板８１１に取り付けられている。
【００３７】
　そして、回転検出センサ８１４は、回転検出板８１３の回転速度および回転方向を検出
し、回転体部６００の移動状況として検出信号を情報処理手段４００へ出力する。この回
転移動検出手段８１０は、取付台座板８１１が、例えばジョグテーブル部６１０の急激な
回転などにて第１の歯車６２３から検出歯車８１２に急激な回転が作用した場合、検出歯
車８１２が逃げるようにトーションコイルばね８１５の付勢に抗して取付台座板８１１の
長手方向の他端側が第１の歯車６２３の外方へ回動する状態に取り付けられて配設されて
いる。
【００３８】
　なお、回転検出センサ８１４は、上述した構成に限らず、いずれの方法が利用できる。
例えば、回転検出板８１３の帯状目盛り８１３Ａを磁気インキにて印刷形成して磁力を検
出する磁気センサを利用したり、回転検出板８１３を用いず検出歯車８１２の外周面の一
部に反射部材や磁石などを設けて光センサ８１４Ａや磁気センサにて検出歯車８１２の回
転を直接検出したり、第１の歯車６２３や検出歯車８１２などを設けず、ジョグテーブル
部６１０に設けた反射部材や磁石などを光センサ８１４Ａや磁気センサにて検出してジョ
グテーブル部６１０の回転状態を直接検出したりするなど、回転体部６００の回転状態を
検出可能ないずれの構成でも適用できる。
【００３９】
　また、移動状況検出手段８００の押圧検出手段８２０は、図９、図１０および図１４な
いし図１８に示すように、台座部７１０の配線溝部７１３Ｄに配設されるテープ状スイッ
チ８２１を備えている。このテープ状スイッチ８２１は、例えばメンブレンスイッチなど
のスイッチ８２１Ａを複数、例えば回転動作部７５０の押圧膨出部７５１に対向する位置
に複数設けて構成されている。そして、押圧検出手段８２０は、回転体部６００が押圧さ
れジョグテーブル部６１０とともにコイルばね７１３Ｈや緩衝部材７５２などの復元力に
抗して押し下げられる回転動作部７５０の押圧膨出部７５１によりスイッチ８１２Ａが閉
成されて回転動作部７５０の押圧による移動状況を認識し、接続される情報処理手段４０
０が押圧の入力操作を認識する。
【００４０】
　なお、押圧検出手段８２０は、スイッチ８２１Ａを備えた接点式のものに限らず、例え
ば感圧センサや、圧電素子などを有した構成、あるいはテープ状に限らず、押圧膨出部７
５１に対向する位置に複数設けた構成、さらには回転動作部７５０を設けず、ジョグテー
ブル部６１０のテーブル板６１１に感圧センサや圧電素子などを複数配設した構成など、
回転体部６００の所定以上の押圧操作により押し下げられるジョグテーブル部６１０の押
動状況を検出可能ないずれの構成でもできる。また、圧電素子を用い、押圧の入力操作に
おける押圧力に応じた電圧を情報処理手段４００へ出力させ、押圧状況をも認識させるよ
うにしてもよい。
【００４１】
　一方、規制手段９００は、利用者による上述した情報の処理状態を可変設定するための
設定入力操作にて回転体部６００が移動される際に、利用者が操作感として感じる、操作
子の負荷を調整する。例えば、規制手段９００は、利用者が回転体部６００を回転操作す
る際に、発生すなわち利用者が感じ取る重いあるいは軽いなどの操作感である負荷の度合
い、すなわち負荷の大きさを、利用者による例えば操作つまみを回転したりスライド移動
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するなどの入力操作に対応して変更する。なお、本実施の形態では、規制手段９００とし
て、回転操作時に発生する負荷の大きさを変更する構成について例示するが、例えば押圧
操作時に発生する負荷の大きさ、あるいはスライド移動する操作子のスライド移動操作時
に発生する負荷の大きさなどを変更するなど、所定の処理状態に設定するためのいずれの
設定入力操作時に発生する負荷の大きさを変更する構成に適用できる。また、規制手段９
００として、入力操作に応じて摩擦抵抗が増大することにより、負荷を大きくする構成に
ついて例示するが、例えば回転操作時に回転方向にアシストすなわち移動の補助により負
荷を小さくする構成、さらにはこれらの組み合わせにより負荷を大小させるなど、負荷の
大きさの変更として、いずれの構成が利用できる。
【００４２】
　具体的には、規制手段９００は、例えば図８に示すように、台座部７１０の下面に配設
されている。そして、規制手段９００は、台座部７１０の天板部７１１の下面に配設され
回転体部６００の回転操作時に発生する負荷の大きさを所定の大きさに設定する負荷設定
手段９１０と、この負荷設定手段９１０で設定された負荷の大きさを変更する負荷変更手
段９５０と、を備えている。
【００４３】
　負荷設定手段９１０は、図１８に示すように、回転体部６００のジョグテーブル部６１
０に接触、例えば係合する接触部材としての回転部材であるピニオンとしての規制歯車９
１１を備えている。この規制歯車９１１は、天板部７１１からジョグテーブル部６１０の
第１の歯車６２３に対応して上方に突出する状態に設けた支持板７１１Ａの下面に円筒部
７１２の中心軸と略平行に下方に向けて突設された軸支シャフト部９１２に回転自在に軸
支される。この規制歯車９１１は、軸方向の両端面側に座金９１３にて軸方向で挾持され
る状態に軸支シャフト部９１２に軸支されている。また、軸支シャフト部９１２には、規
制歯車９１１の軸方向の一端側の座金９１３と、軸支シャフト部９１２の先端である下端
との間には、座金様の円盤状に形成された座金としての一対の付勢板９１４が軸支シャフ
ト部９１２の軸方向で移動可能に配設されている。さらに、一対の付勢板９１４間には、
付勢手段としての付勢コイルばね９１５が配設されている。なお、軸支シャフト部９１２
の下端には、外方に向けて鍔状に突出し付勢板９１４が軸支シャフト部９１２から脱落し
ないように位置決め支持する図示しない脱落防止部材が設けられている。
【００４４】
　そして、負荷設定手段９１０は、一対の付勢板９１４が対向方向で近接する方向に移動
されて付勢コイルばね９１５が軸方向で押し潰される状態に弾性変形されることで、この
弾性変形による復元力にて座金９１３を規制歯車９１１の軸方向の端面に押し付けて所定
の摩擦抵抗を生じさせる。このことにより、所定の大きさの負荷、すなわち付勢力に応じ
た負荷が発生する。すなわち、座金９１３および付勢板９１４と、付勢コイルばね９１５
とにて、本発明の摩擦発生手段９１６が構成される。
【００４５】
　負荷変更手段９５０は、入力操作により負荷設定手段９１０で設定する負荷の大きさを
所定の大きさに変更する。この負荷変更手段９５０は、操作シャフト部９５１を備えてい
る。この操作シャフト部９５１は、台座部７１０の鍔部７１３の下面から下方に向けて延
設され先端部が鍔部７１３の下面に対向する軸支片部９５２に、軸方向の一端が回転可能
に軸支されているとともに、軸方向の他端側が鍔部７１３を回転可能に軸支される状態で
貫通し、本体ケース３０１における回転体部６００が設定入力操作可能に臨んで配設され
る上面に臨んで配設されている。そして、操作シャフト部９５１の他端部には、利用者が
回転操作する操作つまみ部９５３が設けられている。また、操作シャフト部９５１には、
鍔部７１３と軸支片部９５２との間に位置してねじ状に螺旋係合凹溝部９５４が螺刻形成
されている。
【００４６】
　さらに、操作シャフト部９５１には、図１８および図１９に示すように、軸支片部９５
２に一面側が対向する位置に円盤状の段階設定部９５５が設けられている。この段階設定
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部９５５には、軸支片部９５２に対向する一面側に、係止部としての球面凹状の係合凹部
９５６が周縁に沿って複数配設されている。一方、軸支片部９５２には、先端が自由端で
厚さ方向に弾性変形可能な舌片状に切欠形成された係合部としての係止片部９５７が設け
られている。この係止片部９５７の先端部には、段階設定部９５５の係合凹部９５６に係
脱可能な球面凸状に膨出、すなわち球面凸状に一連に突出形成された膨出係止部９５８が
設けられている。これら係合凹部９５６が設けられた段階設定部９５５と、係止片部９５
７とにて、操作位置保持手段９５９が構成される。
【００４７】
　すなわち、操作つまみ部９５３が回転操作されることにより操作シャフト部９５１とと
もに一体的に段階設定部９５５が回転され、係止片部９５７の膨出係止部９５８が相対的
に移動する段階設定部９５５の係合凹部９５６に係止片部９５７の弾性変形による復元力
により乗り越える状態に係脱し、回転操作に応じてクリック感様の操作感を利用者に感じ
させる。そして、係合凹部９５６に膨出係止部９５８が係合する状態で操作シャフト部９
５１の回転が規制、すなわち位置決めされる状態となる。
【００４８】
　また、負荷変更手段９５０には、操作シャフト部９５１に係合し、操作シャフト部９５
１の入力操作による回転操作に対応して連動し、回転操作を負荷設定手段９１０へ伝達さ
せる動作部としての動作伝達杆部９６１を備えている。この動作伝達杆部９６１は、長手
状に形成され、中間部が台座部７１０の鍔部７１３の下面に下方に向けて突設された図示
しない軸支支点部に軸支され、長手方向の両端側が揺動可能となっている。そして、動作
伝達杆部９６１の長手方向の一端部には、操作シャフト部９５１の螺旋係合凹溝部９５４
に先端部が係合される作用係合部９６２が回動方向に対して交差する方向である直交方向
に突設され、操作シャフト部９５１とともに回転する螺旋係合凹溝部９５４により動作伝
達杆部９６１が回動する。また、動作伝達杆部９６１の長手方向の他端部には、長手方向
の一縁に回動方向に向けて円弧状に突出する押動凸部９６３が膨出形成されている。
【００４９】
　そして、動作伝達杆部９６１は、操作シャフト部９５１の回転により、押動凸部９６３
が負荷設定手段９１０における下方に位置する付勢板９１４に、付勢コイルばね９１５を
弾性変形しない程度に接触する状態から、下方に位置する付勢板９１４を上方に位置する
付勢板９１４へ近接する方向に移動させて付勢コイルばね９１５を最も押し潰した状態に
弾性変形させる状態まで、回動される。すなわち、動作伝達杆部９６１は、操作シャフト
部９５１の回転操作により、付勢コイルばね９１５の弾性変形量を変更し、付勢コイルば
ね９１５の弾性変形による復元力にて座金９１３を規制歯車９１１の軸方向の端面に押し
付けて所定の摩擦抵抗を生じさせて、所定の大きさの負荷を発生させる設定をする。なお
、付勢コイルばね９１５の復元力による反力より、操作位置保持手段９５９における係合
凹部９５６に係止片部９５７の弾性変形による復元力にて膨出係止部９５８が係合する係
合力の方が大きく、係合状態が維持、すなわち操作シャフト部９５１の回転が規制される
状態が維持される。
【００５０】
　　（情報処理装置の内部構成）
　次に、上述した情報処理装置の内部構成について、図面を参照して説明する。
【００５１】
　情報処理装置３００は、上述したように、第１の表示装置３１０と、ドライブ３３０と
、操作手段であるスイッチ部３４０と、スイッチ装置５００と、通信手段３５０と、記憶
手段３６０と、情報処理手段４００と、などを備えている。
【００５２】
　第１の表示装置３１０は、情報処理手段４００に接続され、情報処理手段４００から出
力される制御信号により、情報の特性や処理状況などを表示する。具体的には、例えば情
報として音楽用ＣＤであるＣＤ－ＤＡに情報として複数記憶された音楽データを処理する
場合、ＣＤ－ＤＡに記録された音楽データの曲数や再生処理している音楽データの順番で
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あるトラック番号、記録された全音楽データの総再生時間や音楽データ毎の再生時間ある
いは再生中の音楽データの再生時間、再生中の音楽データのテンポ、音楽データの再生位
置およびその前後における音量や所定の周波数以下である低音域の音量、再生中の音楽デ
ータの通常時の再生速度に対する速度の割合などを表示する。この第１の表示装置３１０
としては、例えば液晶表示パネルや有機ＥＬ（Electro Luminescence）パネル、ＰＤＰ（
Plasma Display Panel）、ＣＲＴ（Cathode-Ray Tube）、ＦＥＤ（Field Emission Displ
ay）、電気泳動ディスプレイパネルなど、各種表示装置が利用できる。
【００５３】
　ドライブ３３０は、情報処理手段４００に接続され、情報処理手段４００から出力され
る制御信号により、記録媒体が着脱可能に装着され、記録媒体に記録された情報を読み取
る読取処理、さらには記録媒体へ情報を記録する記録処理を実施する。このドライブ３３
０は、上述した各種記録媒体に対応可能に構成されている。すなわち、例えば記録媒体が
光ディスクである場合には光ピックアップを備えた構成、メモリカードなどの場合にはコ
ネクタを有し処理のためのドライバを備えた構成などである。なお、ドライブは、１つの
構成に限らず、各種記録媒体に対応可能に複数の構成を備えたものとしてもよい。
【００５４】
　スイッチ部３４０は、情報処理手段４００に接続され、利用者による入力操作に対応し
て所定の操作信号を情報処理手段４００へ出力し、情報処理手段４００で情報を処理する
状況を設定させる。このスイッチ部３４０は、上述したように、操作部材である、イジェ
クトボタン３４１と、モード調整部３４２と、テンポ調整部３４３と、キュー／ループボ
タン３４４と、クイックリターンボタン３４５と、サーチ設定部３４６と、キューボタン
３４７と、再生／停止ボタン３４８と、ループ操作部３４９と、などを備えている。
【００５５】
　イジェクトボタン３４１は、押下する入力操作により所定の操作信号が情報処理手段４
００へ出力する。この操作信号の出力により、ドライブ３３０に設けられた図示しない搬
送機構部を情報処理手段４００が制御し、ドライブ３３０にクランプ位置に装着されてい
る記録媒体を本体ケース３０１外へ挿入口３０２を介して搬出させる処理を実施させる。
【００５６】
　モード調整部３４２は、情報処理装置３００の操作モードを切り換えるジョグモードボ
タン３４２Ａと、このジョグモードボタン３４２ＡがＯＮ状態の時に、再生開始時および
停止時の再生スピードの加減速を設定するスピード調整部３４２Ｂと、を備えている。そ
して、ジョグモードボタン３４２Ａは、詳細は後述するが、スイッチ装置５００の押圧検
出手段８２０による再生状況の変更設定を切り換える設定をする。すなわち、このジョグ
モードボタン３４２Ａを押下する（ＯＮ状態）と、押圧検出手段８２０による入力操作を
有効すなわち入力操作に応じて情報処理させる旨の操作信号を出力する。また、ＯＦＦ状
態にすると、この押圧検出手段８２０の入力操作を無効すなわち入力操作による信号に対
応した情報処理を禁止する旨の操作信号を出力する。また、スピード調整部３４２Ｂは、
回動操作可能に構成され、利用者による回動操作の実施により、再生の立ち上がりスピー
ドおよび再生停止過程における減速スピードを可変設定する。
【００５７】
　テンポ調整部３４３は、入力操作により、再生する音楽データの再生テンポを可変設定
する。このテンポ調整部３４３は、テンポ調整つまみ３４３Ａと、マスターテンポボタン
３４３Ｂと、テンポレンジ切換ボタン３４３Ｃと、を備えている。テンポ調整つまみ３４
３Ａは、入力操作により摺動可能に構成され、再生される音楽データの再生テンポを所定
範囲で可変設定する。マスターテンポボタン３４３Ｂは、入力操作により再生音の音程を
変えずにスピードのみを可変設定する。テンポレンジ切換ボタン３４３Ｃは、入力操作に
よりテンポ調整つまみ３４３Ａのレンジを可変設定する。
【００５８】
　キュー／ループボタン３４４は、例えば、ドライブ３３０を適宜動作させ、他の記録媒
体であるメモリカードなどとも情報処理可能とし、利用者の入力操作による押下に応じて
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、一方の記録媒体である光ディスク毎に応じてキューポイントまたはループポイントにお
けるデータの記録の指示に基づく操作信号を出力する。すなわち、キュー／ループボタン
３４４は、メモリーボタン３３４Ａと、コールボタン３３４Ｂと、を備えている。メモリ
ーボタン３３４Ａは、入力操作により、光ディスク毎に応じてキューポイントまたはルー
プポイントに関する情報をメモリカードなどに記録させる指示に基づく操作信号を出力す
る。コールボタン３３４Ｂは、入力操作により、メモリカードなどに記録された光ディス
ク毎のキューポイントまたはループポイントを選択して読み取られる指示に基づく操作信
号を出力する。
【００５９】
　クイックリターンボタン３４５は、スイッチ装置５００における再生状況の変更に関す
る処理内容を選択する。例えば、このクイックリターンボタン３４５は、再生する情報の
処理停止または処理開始、および、再生する情報の再生位置の変更のうち少なくともいず
れか一方を選択する。具体的には、ジョグモードボタン３４２ＡがＯＮ状態であるとして
、クイックリターンボタン３４５がＯＦＦ状態の場合、再生する情報の処理停止または処
理開始に関する処理内容を設定する。すなわち、利用者による回転体部６００の押圧また
は接触の入力操作によりスイッチ装置５００の押圧検出手段８２０が押圧または接触を検
出すると、再生する情報の処理停止または処理開始を実施させる。一方、クイックリター
ンボタン３４５が、ＯＮ状態の場合、再生する情報の再生位置をキューポイントに移動す
る変更に関する処理内容を設定する。すなわち、利用者による回転体部６００の押圧また
は接触の入力操作によりスイッチ装置５００の押圧検出手段８２０が押圧または接触を検
出すると、再生する情報の再生位置をキューポイントへ移動させる処理を実施させる。
【００６０】
　さらに、ジョグモードボタン３４２Ａおよびクイックリターンボタン３４５の双方がＯ
Ｎ状態の場合、再生する情報の再生位置をキューポイントに移動する変更に関する処理内
容、および、再生する情報の処理位置を前または後に移動する変更に関する処理内容の双
方の処理内容を設定する。すなわち、再生する情報の再生位置をキューポイントに移動す
る変更に関する処理内容を設定するとともに、詳細は後述するスイッチ装置５００の回転
移動検出手段８１０にて検出する回転体部６００の回転状況に応じて、再生する情報の処
理位置の前または後への移動を変更可能に設定する。より具体的には、利用者による回転
体部６００の押圧または接触の入力操作によりスイッチ装置５００の押圧検出手段８２０
が押圧または接触を検出すると、再生する情報の再生位置をキューポイントへ移動させる
。さらに、この押圧または接触操作を維持しつつ回転体部６００の回転操作により回転移
動検出手段８１０が検出する回転体部６００の回転量に応じて、再生する情報の再生位置
を前または後への移動、いわゆるスクラッチなどが実施される。なお、ジョグモードボタ
ン３４２Ａおよびクイックリターンボタン３４５のいずれかがＯＦＦである場合、再生す
る情報の再生位置をキューポイントに移動する変更に関する処理内容、および、再生デー
タの処理位置を前または後に移動する変更に関する処理内容の双方の処理内容は設定され
ない。
【００６１】
　サーチ設定部３４６は、入力操作により、記録媒体に記録された情報の再生させる位置
を前送りあるいは後戻りさせる処理を設定する。すなわち、サーチ設定部３４６は、トラ
ックサーチボタン３４６Ａと、サーチボタン３４６Ｂと、を備えている。トラックサーチ
ボタン３４６Ａは、複数の音楽データが記録されている場合には、１回の押下操作で現在
再生あるいは再生待機となっている音楽データに対して１つ後あるいは１つ前の音楽デー
タの最初の位置から再生あるいは再生待機状態に設定する。サーチボタン３４６Ｂは、押
下操作が継続されている間、現在再生あるいは再生待機となっている位置を前側あるいは
後側に変更する設定をする。
【００６２】
　キューボタン３４７は、主に所定のキューポイントを登録する設定をする。例えば、光
ディスクの再生一時停止中に利用者が押下操作することで、所定のキューポイントの指示
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に基づく操作信号を出力、すなわち一時停止している位置をキーポイントとして登録させ
る処理を実施させる。
【００６３】
　再生／停止ボタン３４８は、入力操作により、情報の再生処理を開始あるいは再生処理
を停止する処理を実施させる操作信号を出力する。
【００６４】
　ループ操作部３４９は、入力操作により、情報を繰り返し再生させる処理を設定する。
このループ操作部３４９は、ループイン／リアルタイムキューボタン３４９Ａと、ループ
アウト／アウトアジャストボタン３４９Ｂと、リループ／イグジットボタン３４９Ｃと、
タイムモード／オートキュー切換ボタン３４９Ｄと、を備えている。ループイン／リアル
タイムキューボタン３４９Ａは、情報を再生している際に押下操作されると、繰り返し再
生の期間における始点の指示に基づく操作信号を出力、すなわち押下操作された時点を始
点として設定させる処理をする。ループアウト／アウトアジャストボタン３４９Ｂは、情
報を再生している際に押下操作されると、繰り返し再生の期間における終点の指示に基づ
く操作信号を出力、押下操作された時点を終点として設定させる処理をする。リループ／
イグジットボタン３４９Ｃは、押下操作されると、ループイン／リアルタイムキューボタ
ン３４９Ａおよびループアウト／アウトアジャストボタン３４９Ｂにて指示された期間に
おける情報の繰り返し再生の指示に基づく操作信号を出力、すなわち押下操作により繰り
返し再生を実施あるいは繰り返し再生の処理を解除する設定をする。タイムモード／オー
トキュー切換ボタン３４９Ｄは、ＯＮ状態である場合、自動的に情報の再生が開始される
位置での無音部分を省略するように設定する。
【００６５】
　スイッチ装置５００は、上述したように、第２の表示装置３２０と、回転移動検出手段
８１０および押圧検出手段８２０を備えた移動状況検出手段８００と、を有している。
【００６６】
　第２の表示装置３２０は、情報処理手段４００に接続され、情報処理手段４００から出
力される制御信号により、情報の処理状況を表示する。この第２の表示装置３２０は、第
１の表示装置３１０と同様に各種表示装置が利用できる。
【００６７】
　移動状況検出手段８００の回転移動検出手段８１０は、上述したように、情報処理手段
４００に接続され、回転体部６００の回転状況を検出して回転状況に応じた信号を情報処
理手段４００へ出力する。具体的には、利用者が回転体部６００を回転操作することで、
ジョグテーブル部６１０の第１の歯車６２３に係合する検出歯車８１２とともに回転検出
板８１３が回転し、回転検出センサ８１４で回転検出板８１３の回転状況すなわち回転速
度および回転方向を検出し、回転状況に関する検出信号を情報処理手段４００へ出力する
。
【００６８】
　移動状況検出手段８００の押圧検出手段８２０は、上述したように、情報処理手段４０
０に接続され、回転体部６００の利用者による押圧や接触状況を検出して押圧や接触状況
に応じた信号を情報処理手段４００へ出力する。具体的には、利用者による回転体部６０
０の押圧や接触操作にてジョグテーブル部６１０とともにコイルばね７１３Ｈや緩衝部材
７５２の復元力に抗して回転動作部７５０が押し下げられ、回転動作部７５０の押圧膨出
部７５１がテープ状スイッチ８２１のスイッチ８１２Ａを閉成することで、押圧操作に対
応した操作信号である所定の検出信号として情報処理手段４００へ出力する。なお、圧電
素子などを備え、押圧状況すなわち押圧する圧力をも検出可能である場合にはその押圧力
に関する検出信号を出力する。
【００６９】
　通信手段３５０は、情報処理手段４００に接続され、情報処理手段４００による制御に
より、例えばネットワークを介して情報を配信可能に記憶するサーバ装置やパーソナルコ
ンピュータなどの端末装置に接続し、記憶されている情報を取得し、情報処理手段４００
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へ出力する。ここで、ネットワークとしては、例えば、ＴＣＰ（Transmission Control P
rotocol）／ＩＰ（Internet Protocol）などの汎用のプロトコルに基づくインターネット
、イントラネット、ＬＡＮ(Local Area Network)、無線媒体により情報が送受信可能な複
数の基地局がネットワークを構成する通信回線網や放送網などのネットワーク、さらには
、情報を直接送受信するための媒体となる無線媒体自体などが例示できる。ここで、無線
媒体としては、電波、光、音波、電磁波などのいずれの媒体をも適用できる。なお、通信
手段３５０で取得され情報処理手段４００へ出力された情報は、記憶手段３６０で適宜読
み出し可能に記憶される。
【００７０】
　記憶手段３６０は、例えば、ＨＤ（Hard Disk）などの磁気ディスク、ＤＶＤ（Digital
 Versatile Disc）などの光ディスク、メモリカードなど、各種記録媒体に読み出し可能
に記憶するドライブやドライバなどの構成の他、半導体メモリなどが適用できる。この記
憶手段３６０は、情報処理装置３００全体を動作制御するＯＳ（Operating System）上に
展開される各種プログラムなどをも記憶している。さらに、記憶手段３６０は、情報処理
手段４００が演算の際に処理する信号を一時的に記憶可能に構成されている。すなわち、
記憶手段３６０は、メモリとしても機能する。
【００７１】
　情報処理手段４００は、例えばＣＰＵ（Central Processing Unit）を備え、図示しな
い各種入出力ポートである、第１の表示装置３１０や第２の表示装置３２０が接続される
表示制御ポートと、ドライブ３３０が接続されるドライブ制御ポートと、スイッチ部３４
０や移動状況検出手段８００が接続される入力ポートと、通信手段３５０が接続される通
信ポートと、記憶手段３６０が接続される記憶ポートと、などを有している。そして、情
報処理手段４００は、各種プログラムとして、操作信号認識手段４１０と、情報取得手段
４２０と、特性認識手段４３０と、処理手段４４０と、表示制御手段４５０と、などを備
えている。
【００７２】
　操作信号認識手段４１０は、スイッチ部３４０から出力される各種操作信号、移動状況
検出手段８００の回転移動検出手段８１０および押圧検出手段８２０から出力される検出
信号を認識し、利用者により設定入力操作された情報の処理条件や処理状況の変更要求を
認識し、情報の処理状態を設定する。この処理状態の設定内容に関する信号は、情報取得
手段４２０、処理手段４４０、表示制御手段４５０などへ適宜出力される。なお、押圧検
出手段８２０から押圧力に関する検出信号を認識した場合には、再生されている状態で押
圧力の検出信号を認識すると、押圧力の大きさに対応、例えば押圧力が大きくなるに従っ
て再生速度が低減する速度が速くなる処理状態に設定する。また、回転体部６００を押圧
して再生が一時停止している状態から徐々に押圧力が小さくなると、その押圧力の大きさ
に対応、すなわちゆっくり押圧力を小さくする場合に比して速く押圧力を小さくする場合
の方が通常の再生速度に戻すまでの時間が短くなる処理状態に設定する。
【００７３】
　情報取得手段４２０は、操作信号認識手段４１０から出力される所定の処理状況の設定
内容に関する信号、すなわち処理対象となる所定の情報を読み取る旨の指示信号を認識す
ると、ドライブ３３０や記憶手段３６０を動作制御し、記録媒体に記憶された所望の情報
を読み取らせ、取得する。また、情報取得手段４２０は、記録媒体に記録された情報の記
録状況、例えば再生時間や記録された情報の数などの記録情報を取得する。これら記録情
報の取得としては、例えば、記録媒体がドライブ３３０に装着されたことをドライブ３３
０から出力される信号に基づいて認識、あるいは、スイッチ部３４０などの入力操作など
にて処理対象が記憶手段３６０に記憶された情報であることを認識すると、ドライブ３３
０や記憶手段３６０を動作制御して、記録されているプレイリストやＴＯＣ（Table Of C
ontents）情報などを読み取らせて取得する。さらに、情報取得手段４２０は、例えばス
イッチ部３４０などの入力操作や情報処理装置３００に接続された端末装置などから出力
される要求信号に基づいて、通信手段３５０を動作制御し、サーバ装置や端末装置から取
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得要求対象の情報を受信させて取得する。
【００７４】
　特性認識手段４３０は、情報取得手段４２０で処理対象として取得した情報の特性、例
えば情報が音楽データである場合には音量、音程、テンポなど、画像データの場合には明
暗、コントラスト、色彩などを認識する。これら情報の特性は、その情報に関連付けられ
て記録媒体に記録された特性に関する情報の他、例えば処理手段４４０で情報を再生する
ための処理の際に周波数などに基づいて認識し、特性に関する情報として取得してもよい
。そして、これら認識した情報の特性に関する情報は、表示制御手段４５０へ適宜出力さ
れる。
【００７５】
　処理手段４４０は、例えばＤＳＰ（Digital Signal Processor）などを備え、情報取得
手段４２０で取得した処理対象の情報を、操作信号認識手段４１０から出力される処理状
況の設定内容に関する信号に応じて、出力手段２００から上述した設定内容のように適宜
出力される状態に再生処理する。この処理した情報は、出力手段２００に適宜出力され、
設定内容に対応して再生される。すなわち、通常に再生したり、回転体部６００の回転や
押圧あるいは接触操作、スイッチ部３４０の設定入力操作による設定内容に応じて、情報
の再生位置や再生速度、テンポ、音程などを設定あるいは変更する状態に処理したりする
。
【００７６】
　表示制御手段４５０は、第１の表示装置３１０および第２の表示装置３２０を制御し、
操作信号認識手段４１０から出力される処理状況の設定内容に関する信号や特性認識手段
４３０で認識した情報の特性に関する情報に対応して、設定内容や情報の処理状況を適宜
表示させる。
【００７７】
〔再生システムの動作〕
　次に、上述した再生システム１００における情報を処理する動作について、図面を参照
して説明する。なお、この動作処理において、記録媒体として音楽データが記録された光
ディスクを利用した場合について説明するが、上述したように、処理する記録媒体はこの
限りではない。図２０は、再生システムの情報処理動作における再生処理の動作を示すフ
ローチャートである。図２１は、再生システムの情報処理動作における再生状況の変更処
理を示すフローチャートである。
【００７８】
　まず、あらかじめ再生システム１００に電力が供給され、挿入口１２０に光ディスクな
どの記録媒体が挿入されると（ステップＳ１０１）、情報処理手段４００がドライブ３３
０を動作制御する。すなわち、例えばオートローディング機構により、本体ケース１１０
内のドライブ３３０の所定の位置に記録媒体を装着させる。そして、情報処理手段４００
は、記録媒体がドライブ３３０に装着されたことを認識すると、情報取得手段４２０によ
り、ドライブ３３０を動作制御して記録媒体に記録された記録情報を読み取らせる。さら
に、表示制御手段４５０により第1の表示装置３１０を制御して、記録情報を表示させる
（ステップＳ１０２）。この後、情報処理手段４００は、スイッチ部３４０が利用者によ
り設定入力操作されて出力する操作信号を操作信号認識手段４１０で認識し（ステップＳ
１０３）、入力された処理状態を設定する（ステップＳ１０４）。なお、ステップＳ１０
３およびステップＳ１０４は以降の処理においても実施され、再生処理が終了するまで操
作信号に基づいて処理状態が設定される。
【００７９】
　この後、処理対象の音楽データの選択待機状態となる（ステップＳ１０５）。すなわち
、いずれの音楽データが選択されたか否かを判断する。そして、処理対象の音楽データが
選択されたことを認識すると、情報取得手段４２０によりドライブ３３０や記憶手段３６
０を制御して、選択された音楽データを読み取る（ステップＳ１０６）。さらに、表示制
御手段４５０は、選択された音楽データの再生時間やトラック番号あるいはプレイリスト
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における登録された番号など、音楽データに関する情報を表示させる。この後、処理対象
の音楽データの再生待機状態となる（ステップＳ１０７）。すなわち、再生／停止ボタン
３４８が入力操作されたか否かを判断し、再生／停止ボタン３４８の設定入力操作による
再生要求を認識すると、処理手段４４０により出力手段２００で出力可能に音楽データを
処理する再生処理を実施し、順次出力手段へ処理した音楽データを出力し、音声として発
音手段２１０から出力させる（ステップＳ１０８）。このステップＳ１０８の再生処理の
際、情報処理手段４００の特性認識手段４３０により、音楽データの特性、例えばリズム
であるテンポや低音域の音量などを認識する（ステップＳ１０９）。さらに、再生処理状
況、例えば再生速度やステップＳ１０９で認識した特性などを、第１の表示装置３１０お
よび第２の表示装置３２０に表示させる処理をする（ステップＳ１１０）。
【００８０】
　また、利用者がスイッチ部３４０のキューボタン３４７を押下操作することで、この操
作信号を操作信号認識手段４１０が認識し情報の処理状態を設定する信号を出力する。こ
の信号を認識した表示制御手段４５０は、信号の認識した時点における再生位置情報をキ
ューポイント情報とし、第２の表示装置３２０に表示されるキューポイント位置における
１２時の位置を基準として、キューポイント情報に相当する時計回りの方向の位置する発
光素子を点灯させ、キューポイントを表示させる。この演算されたキューポイント情報は
、記憶手段３６０に記憶される。
【００８１】
　そして、処理手段４４０で音楽データを再生している際に、回転体部６００が押圧操作
されたか否かを判断する（ステップＳ１１１）。具体的には、操作信号認識手段４１０が
押圧検出手段８２０から操作信号が出力されたか否かを判断する。このステップＳ１１１
で押圧操作を認識しない場合には、ステップＳ１０８に戻って再生処理を継続する。また
、ステップＳ１１１で押圧操作を認識すると、操作信号認識手段４１０は、クイックリタ
ーンボタン３４５がＯＮ状態であるか否かを判断する（ステップＳ１１２）。すなわち、
操作信号認識手段４１０は、回転体部６００の押圧操作の検出信号による再生状況を変更
させる変更内容が、処理の停止または開始に関する変更内容、または、再生位置の変更に
関する変更内容のうちのどちらの変更内容であるかを判断する。このステップＳ１１２に
おいて、クイックリターンボタン３４５が押圧操作されてＯＮ状態であり、再生状況の変
更内容が再生位置の変更に関する変更内容であると判断した場合、処理手段４４０は、再
生速度を０％にして再生位置をキューポイントへ移動する処理をする。一方、ステップＳ
１１２において、クイックリターンボタン３４５がＯＮ状態ではない、すなわちＯＦＦ状
態であり、再生状況の変更内容が処理の停止または開始に関する変更内容であると判断し
た場合、処理手段４４０は、スイッチ部３４０のスピード調整部３４２Ｂにて設定され、
操作信号認識手段４１０にて認識された再生停止過程における減速スピードに応じて、再
生速度を徐々に０％にして再生処理を停止する処理をする（ステップＳ１１４）。
【００８２】
　これらステップＳ１１３またはステップＳ１１４の後、操作信号認識手段４１０は、回
転体部６００の回転移動検出手段８１０からの検出信号に基づいて、回転体部６００が回
転操作されたか否かを判断する（ステップＳ１１５）。このステップＳ１１５で回転され
ていないと判断すると、操作信号認識手段４１０は、回転体部６００の押圧状態が継続し
ているか否かを判断する（ステップＳ１１６）。一方、ステップＳ１１５で回転されたと
判断すると、操作信号認識手段４１０は、検出信号に基づいて回転方向が回転回り方向で
あるフォワード回転（ＦＷＤ）か否かを判断する（ステップＳ１１７）。そして、ステッ
プＳ１１７でフォワード回転であると判断すると、回転移動検出手段８１０からの検出信
号における回転速度を認識する（ステップＳ１１８）。そして、処理手段４４０は、回転
速度に対応してフォワード方向へ再生速度が増大する状態に再生処理する（ステップＳ１
１９）。
【００８３】
　一方、ステップＳ１１７でフォワード回転ではない、すなわちリバース回転（ＲＥＶ）
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であると判断すると、回転移動検出手段８１０からの検出信号における回転速度を認識す
る（ステップＳ１２１）。そして、処理手段４４０は、回転速度に対応してリバース方向
へ再生速度が増大する状態に再生処理する（ステップＳ１２２）。
【００８４】
　これらステップＳ１１９またはステップＳ１２２の後、ステップＳ１１６へ進む。そし
て、ステップＳ１１６で回転体部６００の押圧状態が継続していると判断すると、ステッ
プＳ１１５に戻っていわゆるスクラッチ処理を継続する。一方、このステップＳ１１６で
、回転体部６００の押圧状態が継続していないと判断すると、処理手段４４０は、操作信
号認識手段４１０で設定しているスピード調整部３４２Ｂの再生の立ち上がり速度に応じ
て再生速度を１００％にする処理をする（ステップＳ１２４）。
【００８５】
　この後、情報処理手段４００は、操作信号認識手段４１０により再生処理の停止要求、
すなわち再生／停止ボタン３４８の入力操作による再生停止を認識したか否かを判断する
（ステップＳ１２５）。そして、このステップＳ１２５で再生停止を認識しないと判断す
ると、ステップＳ１０８に戻って再生処理を継続する。一方、ステップＳ１２５で再生停
止を認識したと判断すると、この再生を停止し、再生処理を終了する。
【００８６】
〔再生システムの作用効果〕
　上述したような上記実施の形態における再生システム１００の情報処理装置３００では
、利用者による設定入力操作にて回転移動されこの回転移動に対応して回転移動検出手段
８１０で所定操作信号である検出信号を出力させる回転体部６００の回転移動の際に、負
荷設定手段９１０で設定され利用者が操作感として感じ取る負荷の大きさを、利用者によ
る入力操作に対応して変更可能としている。このため、回転体部６００の回転操作時に利
用者毎に嗜好に対応した操作感の負荷に設定でき、特に近年の多様化したＤＪ奏法でも良
好な操作感でのＤＪ奏法を提供できる。したがって、利用者は、嗜好に対応した微妙な操
作のＤＪ奏法が実施でき、より多様なＤＪ奏法を実施することができる。
【００８７】
　そして、負荷設定手段９１０により回転体部６００の回転移動を規制することにより所
定の大きさに設定される負荷を、負荷変更手段９５０により回転体部６００の回転移動を
規制する規制状態を利用者による入力操作に対応して変更することにより、変更させる。
このため、例えば回転移動の際の摩擦抵抗などの抵抗の大きさを変更するなどにより負荷
が変更されることとなり、負荷の設定および設定される負荷の入力操作に対応した変更を
可能とする構成が容易に得られ、簡単な構成で負荷の設定および変更を得ることが容易に
できる。
【００８８】
　さらに、回転体部６００の回転移動の規制として、回転移動時の抵抗の大きさにより操
作感となる負荷を発生すなわち回転移動の抵抗の増大する状態を入力操作に応じて変更し
ている。このため、利用者の嗜好に応じた操作感を簡単な構成で良好に提供できる。
【００８９】
　そしてさらに、回転体部６００の回転移動時の抵抗として、摩擦抵抗を発生させて操作
感となる負荷を適宜発生させている。このため、簡単な構造で利用者の嗜好に応じて操作
感を設定できる構成が容易に得られ、製造性の向上が容易に得られる。
【００９０】
　また、回転体部６００の回転移動の規制として、回転体部６００に外周面を接触させた
回転部材、例えば外周面を係合させた規制歯車９１１の回転時に摩擦抵抗を適宜発生させ
ている。このため、回転体部６００自体に摩擦抵抗が発生させないことから、摩擦により
規制歯車９１１が損耗しても、別部材の規制歯車９１１を交換するのみでよく、また別体
の部材を交換する構成が容易に得られ、保守管理が容易にできる。
【００９１】
　そして、この規制歯車９１１の回転時の摩擦抵抗として、規制歯車９１１に付勢コイル
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ばね９１５の弾性変形による復元力にて付勢板９１４を座金９１３を介して規制歯車９１
１に押し付ける付勢力を発生させて摩擦抵抗を発生させている。このため、簡単な構成で
摩擦抵抗による負荷を発生させこの発生させた負荷を利用者の嗜好に応じた操作感となる
負荷の大きさに変更可能とする構成が容易に得られる。
【００９２】
　さらに、規制歯車９１１の両端部に配設した座金９１３を介して付勢板９１４を付勢コ
イルばね９１５にて押し付ける構成としている。このため、例えば回転する規制歯車９１
１に付勢コイルばね９１５の端部が引っ掛かるなどの不都合を防止でき、回転する規制歯
車９１１に回転しない付勢コイルばね９１５の付勢力により摩擦抵抗を適宜発生させるこ
とが付勢板９１４を介在させることで容易に得られ、引っ掛かりによる騒音の設定や不安
定な負荷の発生などが生じず、簡単な構成で変更可能に良好に負荷を発生させることがで
きる。
【００９３】
　また、回転体部６００に設けたラックである第１の歯車６２３に係合させたピニオンで
ある規制歯車９１１の回転を規制する構成としている。このため、回転体部６００自体に
摩擦抵抗を発生させることなく交換が容易な別部材の規制歯車９１１で操作感として負荷
となる摩擦抵抗を発生させる構成が容易に得られる。さらには、回転移動検出手段８１０
における回転体部６００の回転状況を検出するための検出歯車８１２が係合する第１の歯
車６２３を利用できる。したがって、構成の共用による簡略化および製造性の向上なども
容易に得られる。
【００９４】
　そして、負荷設定手段９１０で設定する負荷の大きさを入力操作に応じて変更する負荷
変更手段９５０として、操作つまみ部９５３を有した操作シャフト部９５１における回転
する入力操作に対応して連動する動作伝達杆部９６１により入力操作を負荷設定手段９１
０に伝達させる構成としている。このため、例えば摩擦抵抗などの負荷を発生させる発生
状況を、付勢コイルばね９１５の入力操作に対応した押し潰し状態を変更することで変更
させるなど、簡単な構成で負荷の大きさを変更させる構成が容易に得られる。
【００９５】
　また、係合凹部９５６を有した段階設定部９５５を操作シャフト部９５１に一体的に設
けるとともに、膨出係止部９５８を有した係止片部９５７を操作シャフト部９５１を軸支
する軸支片部９５２に設けて構成した操作位置保持手段９５９を配設し、負荷変更手段９
５０における入力操作により回転移動される操作つまみ部９５３を有した操作シャフト部
９５１の位置を保持させている。このため、例えば回転体部６００の設定入力操作時の振
動や外部からの衝撃などにより、設定した負荷の大きさが変更され、負荷の大きさを設定
し直すなどを防止できる。
【００９６】
　そして、弾性変形による復元力により膨出係止部９５８を係合凹部９５６で係脱させる
構成としている。このため、負荷の大きさの変更操作である入力操作時にクリック感様の
操作感も得られ、使い勝手を向上できる。さらに、入力操作される操作シャフト部９５１
に一方を設け、この操作シャフト部９５１を軸支する軸支片部９５２に他方を設けて係脱
させる構成を構築している。このため、より簡単な構成で、クリック感様の操作感を提供
しつつ入力操作にて設定した負荷の大きさを保持する構成が容易に得られる。
【００９７】
　また、負荷の大きさの変更操作である入力操作する操作つまみ部９５３を、設定入力操
作する回転体部６００が臨む同一の上面に位置する状態に配設している。このため、設定
入力操作時に発生する負荷の大きさの調整時に、設定入力操作しつつ操作つまみ部９５３
を操作する位置が同一面で、操作性がよく、利用者の嗜好に対応した負荷の大きさに設定
することが容易にできる。
【００９８】
　そして、レコード盤を再生するためのレコードプレーヤにおけるターンテーブルが模擬
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され、回転操作による回転状況により再生状況が変更される回転体部６００における回転
移動を規制する構成に適用している。このため、特に音楽や映像再生において、入力操作
に対応して再生状況が変動するディスクジョッキのＤＪ奏法で利用され、より入力操作の
感覚が重要視されるスイッチ装置５００であることから、ＤＪ奏者の嗜好に応じたより適
切で良好なＤＪ奏法が得られる。さらに、情報処理を実施する情報処理手段４００と、情
報処理の処理状況を設定するスイッチ装置５００とを一体構成としている。このため、情
報処理の際に接続する作業が不要で、情報処理が直ちに実行できるとともに、回転体部６
００をレコードプレーヤにおけるターンテーブルを模擬した形状にデザイン化しており、
意匠性も向上できる。
【００９９】
　また、情報処理装置３００における情報処理手段４００として、プログラムにて各種構
成を構築している。このため、例えばパーソナルコンピュータやＣＰＵなどにプログラム
を組み込む、さらにはプログラムを記録した記録媒体を用いることで、上記した処理構成
が容易に得られ、製造性の向上や利用の拡大も容易に図れる。
【０１００】
　さらに、スイッチ装置５００の回転体部６００の回転操作や押圧あるいは接触操作に対
応した操作信号を出力する構成として、回転移動検出手段８１０と、押圧検出手段８２０
とをスイッチ装置５００に設けている。このため、上述したようなＤＪ奏法としてレコー
ドプレーヤを操作するのと同様に再生位置の変更や再生位置の一時停止などができるスイ
ッチ装置５００が容易に得られる。さらには、ＤＪ奏法時に所定の位置までピックアップ
を移動させる操作として、キューポイントの設定により押圧操作でキューポイントまで再
生位置を移動させる処理も得られる。したがって、より使い勝手を向上できるとともに、
音楽データや映像データとしてデジタル処理により、従来のＤＪ奏法より、より容易で迅
速にキューポイント位置まで移動させることもできる。
【０１０１】
　そして、回転移動検出手段８１０として、上述したような光センサ８１４Ａを備えた回
転検出センサ８１４により回転操作を検出する構成としている。このため、簡単な構成で
容易に回転操作を検出できる。特に、第１の歯車６２３に係合する検出歯車８１２に一体
的に設けた回転検出板８１３の回転状態を検出する構成としているので、回転操作時に重
くならない程度の負荷としての軽い抵抗感があり、良好な操作感が得られるとともに、反
転など特にＤＪ奏法などで急激に変化する入力操作を確実に検出できる。そして、回転移
動検出手段８１０により生じる軽い抵抗感が提供されることから、規制手段９００で入力
操作に応じて変更可能に設定する負荷として、回転移動検出手段８１０による抵抗感に抵
抗感を付加させる構成とすればよく、設定させる負荷の大きさの範囲がより大きく設定さ
せることができ、より利用者の嗜好に対応させることも可能となる。
【０１０２】
　さらに、移動状況検出手段８００の回転移動検出手段８１０は、第1の歯車６２３に係
合してジョグテーブル部６１０の回転に対応して回転する検出歯車８１２と、検出歯車８
１２に略同軸上に一体的に取り付けられる回転検出板８１３と、回転検出板８１３の回転
速度および回転方向を検出し、回転体部６００の移動状況として検出信号を出力する回転
検出センサ８１４と、を備えている。このため、ジョグテーブル部６１０の回転に対応し
て検出歯車８１２および回転検出板８１３が回転し、回転検出センサ８１４で回転検出板
の回転状況を検出することで容易に回転体部６００の回転方向や回転速度を簡単な構成で
検出できる。また、検出歯車８１２および回転検出板８１３には、ジョグテーブル部６１
０の回転がダイレクトに伝達されるので回転体部６００の回転を正確に検出することがで
きる。
【０１０３】
　また、情報処理装置３００に出力手段２００を接続して処理した情報を再生出力させる
システム構成の再生システム１００を構築している。このため、出力手段２００の構成と
して各種装置構成を選択利用できるので、例えば野外や室内、広い空間や狭い空間などの
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出力させる環境に対応して再生させることができ、汎用性を向上できる。
【０１０４】
〔実施の形態の変形〕
　以上、本発明について好適な実施の形態を挙げて説明したが、本発明は、上記実施の形
態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲において種々の改良並びに
設計の変更が可能である。
【０１０５】
　すなわち、スイッチ装置５００として、レコード盤を再生するためのレコードプレーヤ
におけるターンテーブルを模擬した形状で説明したが、いずれの形状でもできる。例えば
、ジョグテーブル部６１０は円盤状に限らず、角柱状としたり、平面視で星形や各種キャ
ラクタをモチーフした形状としたりするなど、いずれの形状でもできる。
【０１０６】
　そして、例えばＤＪ演奏に好適な情報処理装置３００として音楽情報を処理する構成に
ついて説明したが、処理対象の情報としては、音楽情報に限らず、画像情報や文字情報な
ど、いずれの情報を処理する構成でもできる。さらに、ＤＪ奏者が利用する装置に限定さ
れるものではなく、いずれの情報を再生する再生装置などとしても適用できる。
【０１０７】
　また、情報処理装置３００に出力手段２００を接続したシステム構成の再生システム１
００について説明したが、情報処理装置３００に出力手段２００が一体的に設けられた装
置構成としてもよい。
【０１０８】
　さらに、例えばコンピュータに所定のプログラムをインストールして情報処理手段や処
理制御手段を構成させ、このコンピュータにスイッチ装置５００を接続してコンピュータ
で情報を処理させたり、スイッチ装置５００を組み付けたゲーム機や、スイッチ装置５０
０をゲーム機のコントローラとして接続する構成としたりするなどにも適用できる。すな
わち、音楽データや映像データを処理する構成に限らず、アプリケーションソフトウェア
やゲームソフトウェアなどを処理する構成にも適用できる。
【０１０９】
　また、情報を再生すなわち出力させる出力手段２００として、発音手段２１０および表
示手段２２０の双方を備えた構成について説明したが、いずれか一方のみでもよい。
【０１１０】
　そして、入力操作による負荷の大きさを変更する負荷変更手段９５０として、回転操作
する構成として説明したが、回転操作に限らず、例えば図２２に示すようなスライド移動
など、一方向または双方向へ移動させる構成などとしてもよく、直線状に移動させる他、
円弧状に移動させるなどの構成としてもよい。この図２２に示す実施の形態の構成では、
上述した図１ないし図２１に示す実施の形態におけるテンポ調整つまみ３４３Ａのように
、操作つまみ部９５３を本体ケース３０１の上面にスライド移動可能に配設するとともに
、操作つまみ部９５３にスライド移動方向に対して交差する方向に操作腕部９５３Ａを一
体に突出形成している。この操作腕部９５３Ａの先端部には、例えば球面状に形成して膨
出係止部９５８を設けている。また、負荷設定手段９１０の付勢板９１４に一端側が当接
する状態に回動可能に軸支した動作伝達杆部９６１の長手方向の他端側に、図２２および
図２３に示すような操作腕部９５３Ａの下端が滑動可能に摺接し操作つまみ部９５３のス
ライド移動方向に沿って係合凹部９５６を複数設けている。すなわち、操作腕部９５３Ａ
は、操作つまみ部９５３のスライド移動範囲で、動作伝達杆部９６１の一端側が、付勢コ
イルばね９１５を弾性変形しない程度に接触する状態から、下方に位置する付勢板９１４
を上方に位置する付勢板９１４へ近接する方向に移動させて付勢コイルばね９１５を押し
潰した状態に弾性変形させる状態まで、回動する状態に摺接する長さ寸法に設定されてい
る。そして、操作つまみ部９５３をスライド移動させることにより、操作腕部９５３Ａの
膨出係止部９５８の先端部が、動作伝達杆部９６１の対向する面である上面を、係合凹部
９５６に係脱しつつ滑動して動作伝達杆部９６１を回動させ、負荷の大きさを変更する。
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この図２２および図２３に示すような構成でも、上述した実施の形態と同様の作用効果を
奏することができる。
【０１１１】
　また、操作つまみ部９５３を本体ケース３０１の上面から突出した構成について説明し
たが、例えば図２４および図２５に示すように、入力操作にて負荷の大きさを変更する際
には、図２４に示すように、操作つまみ部９５３を本体ケース３０１の外面から突出させ
る。一方、負荷の大きさの変更操作が完了し、その状態を保持させるために入力操作でき
ないように、図２５に示すように、操作つまみ部９５３を本体ケース３０１の外面に没入
させる構成としてもよい。なお、このような構成としては、例えばいわゆるノック式のボ
ールペンなどのように、押し下げ動作毎に突出する状態および没入する状態が切り替わる
ように、押し下げ動作により回転するカム機構を設けるなどにより実施できる。この図２
４および図２５に示すような構成によれば、負荷の大きさを変更するのみ突出させればよ
く、通常のＤＪ奏法の実施時や搬送時などに操作つまみ部９５３が邪魔とならず、使い勝
手を向上できる。さらには、没入させることで入力操作できなくなることにより、容易に
設定した負荷の大きさを保持できる。
【０１１２】
　さらに、図２６に示すように、操作つまみ部９５３を突出／没入可能な構成以外に、通
常時は入力操作しにくい状態に配設してもよい。例えば、図２６に示すように、本体ケー
ス３０１の外面に、操作凹部３０１Ａを設け、この操作凹部３０１Ａ内に本体ケース３０
１の外面から操作つまみ部９５３が突出しない状態で、かつ利用者が操作凹部３０１Ａ内
に指を挿入して操作つまみ部９５３を回転操作可能な程度となる状態に配設する。このよ
うな構成においても、通常のＤＪ奏法の実施時や搬送時などに操作つまみ部９５３が邪魔
とならずに使い勝手を向上できるとともに、負荷の大きさを変更する際には利用者が積極
的に操作凹部３０１Ａ内に指を挿入する必要があることから、操作つまみ部９５３が操作
しにくくなり、設定した負荷の大きさを簡単な構成を保持することができる。
【０１１３】
　そしてさらに、例えば入力操作するための操作つまみ部９５３を設けず、例えばドライ
バーやレンチなどの工具を用いることで回転移動やスライド移動を可能としてもよい。こ
のような構成によれば、操作つまみ部９５３が突出することなく、工具が係合可能な部分
を本体ケース３０１の外面に臨む状態とするのみでよく、外形寸法の小型化が得られると
ともに、不用意に触れてしまうことによる負荷の大きさが変更されてしまうことを確実に
防止できる。
【０１１４】
　また、操作つまみ部９５３を本体ケース３０１の上面、すなわち回転体部６００が臨む
面と同一面に臨む状態に負荷変更手段９５０を配設して説明したが、例えば本体ケース３
０１の側面や背面、正面、あるいは底面に臨む状態に配設してもよい。このように、回転
体部６００が臨む面と異なる面に配設することで、回転体部６００の操作に邪魔となるな
どの不都合が生じないとともに、回転体部６００や各種ボタンなどの操作時に誤って触れ
てしまい、負荷の大きさが変更されてしまうなどの不都合も防止できる。なお、側面の場
合には、回転体部６００の設定入力操作を実施しつつ操作つまみ部９５３を操作すること
が容易で、回転体部６００の操作感を確かめつつ負荷の大きさを調整することが容易にで
きる。また、背面に設けた場合には、通常利用時の配置状態で負荷の大きさの調整ができ
るとともに、比較的に操作つまみ部９５３を操作しにくく、誤って触れてしまうことが生
じにくくなり、負荷の大きさが不用意に変更されにくくなる。そして、底面に設けた場合
には、設定操作するためには、例えば本体ケース３０１を横たえたりするなど、負荷の大
きさの調整作業がしにくく、通常使用時に誤って触れてしまうことを防止でき、より不用
意に負荷の大きさが変更されてしまう不都合を防止できる。
【０１１５】
　そして、例えば側面や背面など、回転体部６００が臨む面に略直行する状態に隣接する
面に操作つまみ部９５３を設ける構成としては、例えば図２７に示すような構成が例示で
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きる。すなわち、この図２７に示す構成では、操作つまみ部９５３が一端に設けられる操
作シャフト部９５１を負荷設定手段９１０における付勢力にて摩擦抵抗を発生させる方向
に対して略直行する方向に回転軸を有する状態に回転可能に配設する。そして、操作シャ
フト部９５１の外周面に外方に向けて舌片状に動作部としての動作伝達片部９７０を設け
る。なお、図２７において、軸支シャフト部９１２の先端である下端に設けた脱落防止部
材９７１にて脱落防止されて軸支シャフト部９１２に支持される付勢板９１４と座金９１
３との間に付勢コイルばね９１５を配設するとともに、動作伝達片部９７０が接触し、操
作シャフト部９５１の回転操作とともに一体に回動する動作伝達片部９７０にて軸支シャ
フト部９１２にがたつき無く軸方向で移動可能となるようにある程度の厚さ寸法に設定し
た付勢板９１４に対応する付勢発生部材９７２を設けている。そして、操作つまみ部９５
３の回転操作により回転する操作シャフト部９５１とともに動作伝達片部９７０を回動す
ることにより、付勢発生部材９７２が付勢コイルばね９１５を適宜押し潰して付勢力を発
生させて摩擦抵抗を生じさせる。この図２７に示すような構成としても同様の作用効果を
奏することができる。
【０１１６】
　なお、この図２７に示す実施の形態において、動作伝達片部９７０が付勢発生部材９７
２から離間する方向に回転操作されても負荷の大きさが変更されないことから、操作つま
み部９５３が入力操作にて回転移動可能な範囲を設定してもよい。例えば図２８に示すよ
うに、各種出力調整つまみのように、操作つまみ部９５３の入力操作である例えば回転操
作が所定の範囲のみに限った構成としてもよい。具体的には、図２８に示すように、操作
つまみ部９５３の回転操作により回転移動された位置が利用者に視認可能に操作つまみ部
９５３に位置を示す位置表示９５３Ａ１を設けるとともに、本体ケース３０１に位置表示
９５３Ａ１の位置で回転移動可能な移動範囲表示９５３Ａ２を設ける。このような位置表
示９５３Ａ１や移動範囲表示９５３Ａ２を設けることにより、入力操作による負荷の大き
さや利用者が操作可能な範囲などが容易に視認でき、移動可能範囲を設定する構成では特
に使い勝手を向上できる。なお、位置表示９５３Ａ１や移動範囲表示９５３Ａ２の表示形
態はいずれの形態が利用できる。そして、移動範囲表示９５３Ａ２として、例えば負荷の
大きさが大きくなるにしたがって、範囲を表す帯状の表示の幅寸法が次第に幅広状とする
など、単に移動可能範囲を表示するのみならず、負荷の大きさに対応した表示形態として
もよい。このことにより、より入力操作による負荷の大きさの状態を目視でも利用者が認
識でき、より使い勝手を向上できる。
【０１１７】
　そして、図２７に示す実施の形態において、操作位置保持手段９５９のようなクリック
感様の操作感を提供しつつ入力操作にて設定した負荷の大きさを保持する構成として、例
えば図２９に示すように、操作つまみ部９５３に操作シャフト部９５１が延出する側に略
平行に係止部としての略円柱状の係合ピン９５３Ｂを突設する。さらに、本体ケース３０
１に操作つまみ部９５３の回転操作による係合ピン９５３Ｂの移動方向に沿った方向であ
る円周状に係合ピン９５３Ｂが係合する係合部としての係合溝部９５６Ｂを設ける。この
係合溝部９５６Ｂは、係合ピン９５３Ｂの径寸法と略同寸法で係合ピン９５３Ｂが係合す
る略円形の孔が円周状に連結された状態、すなわち係合溝部９５６Ｂが部分的に係合ピン
９５３Ｂの径寸法より幅狭となる状態に形成する。このことにより、操作つまみ部９５３
の回転操作による回転移動に伴って係合ピン９５３Ｂが係合溝部９５６Ｂの幅狭部分を乗
り越える状態に相対的に移動することでクリック感様の操作感が得られるとともに、係合
溝部９５６Ｂの幅広箇所で係合する状態で入力操作にて設定した負荷の大きさを保持する
構成を設ける。すなわち、係合ピン９５３Ｂおよび部分的に幅狭部分を複数設けた係合溝
部９５６Ｂにて操作位置保持手段９５９が構成される。このような構成とすることでも、
クリック感様の操作感を提供しつつ入力操作にて設定した負荷の大きさを保持する構成が
得られる。
【０１１８】
　また、例えば本体ケース３０１の側面や背面など、回転体部６００が臨む面に略直行す
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る状態に隣接する面に操作つまみ部９５３を設ける構成としては、例えば図３０に示すよ
うな構成とすることもできる。すなわち、この図３０に示す構成では、図示しない操作つ
まみ部が一端に設けられ他端側に螺旋係合凹溝部９５４を有した操作シャフト部９５１を
負荷設定手段９１０における付勢力にて摩擦抵抗を発生させる方向に対して略直行する方
向に回転軸を有する状態に回転可能に配設する。また、図２７に示す実施の形態と同様の
負荷設定手段９１０の付勢発生部材９７２は、図３０ないし図３３に示すように、外周面
が操作シャフト部９５１の螺旋係合凹溝部９５４に係合する歯車に形成されている。さら
に、動作部を構成する付勢発生部材９７２の付勢コイルばね９１５側の面には、円周方向
に沿った壁状の付勢発生リブ９７３が複数、例えば３つ円周上に位置する状態で付勢コイ
ルばね９１５に向けて突出する状態に設けられている。これら付勢発生リブ９７３は、そ
れぞれ周方向で次第に突出寸法が高くなる状態に突出する側の端面が傾斜して形成されて
いる。また、付勢発生部材９７２の付勢発生リブ９７３が突出する側に位置する動作部を
構成する付勢板９１４は、図３０に示すように、負荷設定手段９１０を支持する軸支シャ
フト部９１２を嵌挿する内周面に、軸支シャフト部９１２の外周面に軸方向に沿って壁状
に設けられた回転規制リブ９１２Ａが係合する回転規制溝部９１４Ａが軸方向に沿った凹
溝状に形成され、軸支シャフト部９１２の軸方向に摺動可能でかつ回転不可能に軸支され
ている。さらに、付勢板９１４の外周面には、図３１に示すように、周方向で略等間隔に
複数、例えば付勢発生リブ９７３に対応して３つ外方に向けて突出する滑動ピン９１４Ｂ
が設けられている。これら滑動ピン９１４Ｂは、付勢発生リブ９７３の傾斜する端面上を
滑動可能にそれぞれ突設されている。
【０１１９】
　そして、図示しない操作つまみ部の回転操作により操作シャフト部９５１とともに螺旋
係合凹溝部９５４が相対的に回転すると、回転規制された付勢板９１４の滑動ピン９１４
Ｂが付勢発生リブ９７３の傾斜する端面上を相対的に滑動する状態に移動し、付勢板９１
４が規制歯車９１１に対して近接または離間する状態に軸支シャフト部９１２の軸方向で
移動される。この付勢板９１４の移動により付勢コイルばね９１５が押し潰されたり復元
する状態に伸長したりすることにより、付勢力に応じて座金９１３を規制歯車９１１に押
し付けて摩擦抵抗を発生させ、所定の負荷の大きさに設定する。この図３０ないし図３３
に示すような実施の形態の構成としても同様の作用効果を奏することができる。なお、こ
の構成においても、例えば図２８に示す実施の形態のように、操作つまみ部９５３の回動
範囲を規制したり、図２９に示す実施の形態のように、クリック感様の操作感を提供しつ
つ入力操作にて設定した負荷の大きさを保持する操作位置保持手段９５９を構成したりし
てもよい。
【０１２０】
　さらに、例えば本体ケース３０１の底面となる回転体部６００が臨む上面に対して反対
側に位置する面に操作つまみ部９５３を設ける構成としては、例えば図３４に示すような
構成とすることもできる。すなわち、この図３４に示す構成では、負荷設定手段９１０の
軸支シャフト部９１２は、内周面に軸支雌ねじ部９１２Ｂを設けた円筒状に形成されてい
る。また、操作シャフト部９５１は、一端側に本体ケース３０１の底面に臨む操作つまみ
部９５３を有し、他端側に軸支雌ねじ部９１２Ｂに螺合する操作雄ねじ部９５１Ａを有し
、支持板９１１Ａに対向して台座部７１０に設けた抜止規制部７１１Ｂに貫通する状態に
軸支シャフト部９１２に同軸上に配設される。この操作シャフト部９５１には、抜止規制
部７１１Ｂに抜け止め支持される鍔状に突出する抜止鍔部９５１Ｃが一体的に設けられて
いる。さらに、抜止鍔部９５１Ｃと座金９１３に積層する状態に軸支シャフト部９１２に
嵌挿支持される付勢板９１４との間に、付勢コイルばね９１５が配設されている。
【０１２１】
　そして、操作つまみ部９５３の回転操作により操作シャフト部９５１が回転すると、操
作雄ねじ部９５１Ａが螺合する軸支雌ねじ部９１２Ｂに対して軸方向で相対的に移動し、
抜止鍔部９５１Ｃが付勢板９１４に対して近接または離間する状態に相対的に移動し、付
勢コイルばね９１５が押し潰されたり復元する状態に伸長したりする。このことにより、
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付勢コイルばね９１５の付勢力に応じて付勢板９１４が座金９１３を規制歯車９１１に押
し付けて摩擦抵抗を発生させ、所定の負荷の大きさに設定する。この図３４に示すような
構成としても同様の作用効果を奏することができる。なお、この構成においても、上述し
た実施の形態の図１８および図１９に示す構成と同様に、抜止鍔部９５１Ｃに係合凹部９
５６を設けるとともに、抜止規制部７１１Ｂに係止片部９５７を設けてクリック感様の操
作感を提供しつつ入力操作にて設定した負荷の大きさを保持する操作位置保持手段９５９
を構成したりしてもよい。
【０１２２】
　そして、クリック感様の操作感を提供しつつ入力操作にて設定した負荷の大きさを保持
する構成として、係合凹部９５６を有した段階設定部９５５と、膨出係止部９５８を有し
た係止片部９５７とを備えた操作位置保持手段９５９や図２９に示すような操作位置保持
手段９５９を用いる構成に限らず、例えば係合凹部９５６と膨出係止部９５８との凹凸関
係が逆の構成としてもよい。また、例えば、動作伝達杆部９６１の作用係合部９６２が係
合する螺旋係合凹溝部９５４の溝幅として、図２９に示す係合溝部９５６Ｂのように、複
数の係合凹部９５６が設けられたように部分的に幅狭して作用係合部９６２が乗り上げる
状態となることでクリック感様の操作感を提供しつつ負荷の大きさを保持する構成を構築
したり、例えば上述した図２４および図２５に示す操作つまみ部９５３が進退する構成に
おける操作つまみ部９５３の外周面における操作時の滑り止めのための周方向に設けられ
た凹凸を操作シャフト部９５１の外周面に設けるとともに、この操作シャフト部９５１を
軸支する軸支片部９５２の嵌合孔の内周面に凹凸を設け、これら凹凸が乗り上げることに
よりクリック感様の操作感を提供しつつ負荷の大きさを保持する構成を構築したりするな
どしてもよい。
【０１２３】
　また、規制歯車９１１の両端部に配設した座金９１３を介して座金としての付勢板９１
４を付勢コイルばね９１５にて押し付ける構成としたが、座金９１３を設けない例えば座
金９１３が規制歯車９１１に一体構成である場合に付勢板９１４を座金として機能させ、
この付勢板９１４を規制歯車９１１の端面に押し付ける構成とするなどしてもよい。
【０１２４】
　そして、規制手段９００を１つ配設して説明したが、例えば回転体部６００の直径方向
に一対、あるいは回転体部６００の周方向で略等分する状態に複数配設させてもよい。な
お、複数設ける場合には、連動して負荷を設定できる構成としたり、それぞれ独立して負
荷を設定できるようにしてもよい。このような規制手段９００を複数設ける構成によれば
、回転体部６００に周方向における複数の箇所で抵抗を発生させることとなり、回転体部
６００のいずれの位置で回転操作させても安定して回転操作時の負荷を発生させることが
でき、より良好な操作感が得られるとともに、安定した回転体部６００の回転が得られ、
より良好なＤＪ奏法を提供できる。
【０１２５】
　また、負荷の大きさを変更する構成として、規制歯車９１１を利用して説明したが、例
えば図１ないし図２１に示す実施の形態におけるジョグテーブル部６１０のガイドリブ部
６２１の外周面や内周面、あるいはテーブル板６１１の下面となる内面などに外周面が接
触するタイヤ状の回転部材を用い、この回転部材の回転を規制する構成としてもよい。さ
らには、回転部材を用いず、例えば板ばねやブラシ状の部材を回転体部６００に摺接させ
、この摺接時の圧着の強さを変更して発生する摩擦抵抗の大きさを変更することにより負
荷の大きさを変更するなどしてもよい。
【０１２６】
　さらに、摩擦抵抗にて負荷の大きさを設定する構成に限らず、例えばリニアモータのよ
うな磁力を利用するなどしてもよい。具体的には、テーブル板６１１の裏面に、回転体部
６００の回転中心と同心となる円周状に磁極が交互に異なる状態に複数の磁石を配設する
とともに、これら磁石の配設位置に対向して磁極が適宜異なる状態に磁力を発生させる磁
気発生手段としての電磁石を設け、これら磁石および電磁石による反発や引き合う磁力に
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より回転操作時に抵抗感として回転時の抵抗として負荷を適宜発生させる構成とするなど
してもよい。
【０１２７】
　また、磁力を利用する構成としては、例えば図３５に示すような構成としてもよい。す
なわち、図３５に示す構成では、例えば図２２に示す実施の形態における負荷設定手段９
１０に代えて、磁力により負荷を発生させる構成を適用したものである。この図３５にお
いて、負荷設定手段９１０は、回転体部６００のジョグテーブル部６１０におけるテーブ
ル板６１１の下面に、略円筒状に形成された磁性部材としての金属板部９８１が取り付け
られている。この金属板部９８１は、中心軸がテーブル板６１１の中心軸と略同軸上に位
置する状態で、図示しないガイドリブ部の内周側に位置する状態に取り付けられている。
また、金属板部９８１の下端縁近傍には、外周面側に膨出する状態に周方向に沿って突出
する作用凸部９８１Ａが設けられている。なお、台座部７１０の天板部７１１には、金属
板部９８１に対応する位置に、円周上に切り溝７１１Ｂが設けられている。
【０１２８】
　また、負荷設定手段９８０は、天板部７１１の下面に、円筒部７１２の中心軸と略平行
に下方に向けて突設された軸支シャフト部９１２に、軸方向に沿って移動自在に環状の移
動子９８２が設けられている。なお、軸支シャフト部９１２の下端には、外方に向けて鍔
状に突出し、移動子９８２が脱落しないように位置決め支持する図示しない脱落防止部材
が設けられている。また、移動子９８２の内周面には、図３０に示す実施の形態と同様に
、軸支シャフト部９１２の外周面に軸方向に沿って壁状に設けられた図示しない回転規制
リブが係合する回転規制溝部が軸方向に沿った凹溝状に形成されている。そして、移動子
９８２は、下面に負荷変更手段９５０の動作伝達杆部９６１の押動凸部９６３が当接され
、操作つまみ部９５３の回転操作により揺動する動作伝達杆部９６１にて、軸支シャフト
部９１２の軸方向に摺動可能でかつ回転不可能に、軸支シャフト部９１２に軸支されてい
る。そして、移動子９８２の外周面には、金属板部９８１に略対向する位置、すなわち天
板部７１１の中心側に面する位置に、磁石９８３が一体に設けられている。
【０１２９】
　さらに、移動子９８２と天板部７１１の下面との間には、付勢コイルばね９１５が配設
されている。そして、操作つまみ部９５３の回転操作により揺動する動作伝達杆部９６１
にて、付勢コイルばね９１５を軸方向で押し潰される状態に弾性変形させて移動子９８２
が天板部７１１の下面に向けて移動することにより、移動子９８２の磁石９８３と金属板
部９８１との間隙が狭くなり、磁石９８３の磁力にて金属板部９８１との引き合う力が強
まり、負荷が増大する。逆に、移動子９８２を天板部７１１の下面から離間する下方へ、
付勢コイルばね９１５の復元力により移動されると、磁石９８３と金属板部９８１との間
隙が広がり、磁石９８３の磁力にて金属板部９８１との引き合う力が弱まり、負荷が低減
する。この図３５に示す実施の形態においても、上述した各実施の形態と同様の作用効果
を奏することができる。なお、金属板部９８１の下端縁近傍に、外周面側に膨出する状態
に周方向に沿って突出する作用凸部９８１Ａを設けているので、磁石９８３が最も近似す
る位置とすることで、磁力が利用に作用して、強い引き合う力が発生することとなり、負
荷の調整の範囲を簡単な構成で大きく設定することが可能となる。さらに、仮に磁石９８
３と金属板部９８１とが接触したとしても、略凸曲面における点接触の状態となり、回転
体部６００の回転操作時に引っ掛かるなどの不都合も防止できる。なお、磁性部材として
は、金属板にて形成した構成に限らず、磁石様に着磁されたもの、すなわち磁石としても
よい。また、回転体部６００側に磁石を配設し、台座部７１０側に磁性部材を配設した構
成としてもよい。
【０１３０】
　さらに、機械的に負荷を発生させる構成の他に、上述した磁力を利用する構成や電気的
な制御により摩擦部材の圧着の強さを適宜変更する構成などとしてもよい。具体的には、
電気的な制御により摩擦抵抗の大きさを変更して負荷を変更する構成として、図３６に示
すような構成が例示できる。この図３６に示す構成では、規制歯車９１１と、電動モータ
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９９０の出力軸９９１とに無端ベルト９９２が掛け渡されて電動モータ９９０の駆動によ
り回転する伝達ギア部９９３を係合させる。また、例えば図示しない操作つまみ部に連結
された設定信号出力手段としての可変抵抗の入力操作により発生する異なる電流値の設定
操作信号である入力操作検出信号に対応して情報処理手段４００で、電動モータ９９０の
駆動状態を制御させる。このような構成では、電動モータ９９０の駆動力により無端ベル
ト９９２および伝達ギア部９９３を介して回転する規制歯車９１１の外周回転速度と、図
示しない回転体部の第１の歯車の回転速度との差が、操作感としての負荷の大きさとなる
。
【０１３１】
　そして、例えば回転移動検出手段８１０にて回転体部６００の回転方向および回転速度
を検出して、情報処理手段４００により入力操作検出信号に応じて電動モータ９９０を適
宜駆動させ、規制歯車９１１の回転速度が適宜変更する状態に制御する。なお、回転速度
差により、無端ベルト９９２と伝達ギア部９９３や出力軸９９１との間で摩擦抵抗が生じ
たり、電動モータ９９０の出力軸９９１に回転速度差分で回転負荷が生じ、これら摩擦抵
抗や出力軸の回転負荷が操作感としての負荷として発生する。なお、上述した磁力を利用
する構成においても同様に、電磁石で発生させる磁極のタイミングを検出した回転体部６
００の回転方向および回転速度に基づいて情報処理手段４００で制御するとともに、入力
操作検出信号に基づいて磁力の大きさを変更して反発や引き合う磁力を変更させる制御を
すればよい。また、この磁力を利用するなどの非接触型とすることで、円滑な回転時の抵
抗が得られるとともに、騒音の発生も防止できる。
【０１３２】
　このような電気的な制御により摩擦抵抗を変更して負荷を変更したり、上述した磁力に
よる負荷を変更したりする構成では、設定した状態をメモリなどに記憶させておくことで
、設定状態が保持できる。また、この電気的な制御により、負荷が増大する状態に変更す
る構成に限らず、上述したように、例えば回転操作方向に回転移動を補助すなわちアシス
トすることにより負荷の大きさを減少する状態に変更したり、増減する状態に変更する構
成も容易に得られ、より利用者の嗜好に対応した負荷の大きさに調整することができる。
なお、回転移動を補助することによる負荷の大きさを減少する状態に変更する構成では、
例えば長期間のＤＪ奏法でも疲労感の発生を抑制でき、良好な使用感が得られる。
【０１３３】
　さらに、電気的な制御により、負荷の大きさを例えば数値的に表示させることが容易に
でき、負荷の大きさの調整や変更がより容易にできる。そしてさらに、電気的な制御を利
用することで、複数の負荷の大きさを設定可能とすることで、ＤＪ奏法の内容毎に負荷の
大きさを設定することも可能となり、より使い勝手を向上できる。さらには、電気的な制
御を利用することで、例えば従来のレコードプレーヤのターンテーブルと同様に、ターン
テーブルが回転する方向への設定入力操作時の負荷の大きさと反対側への設定入力操作時
の負荷の大きさとを異なる状態に設定することも容易にできる。このような構成とするこ
とで、従来のレコードプレーヤのターンテーブルを回転させているかのような操作感が簡
単な構成でより一層得られる。したがって、従来のレコードプレーヤと同様の操作感によ
り近い操作感で音楽データなどを再生処理するＤＪ奏法が得られる。
【０１３４】
　また、回転体部６００に限らず、他のスイッチ部３４０の設定入力操作による移動状況
で移動規制してもよい。また、上述した情報処理装置３００に限らず、他のいずれの装置
の設定入力操作するスイッチ装置に適用できる。
【０１３５】
　そして、押圧検出手段８２０の構成として、上述したように、テープ状スイッチ８２１
を利用する構成に限らず、感圧センサや圧電素子などを利用するなど、押圧や接触を検出
可能ないずれの構成を利用してもよい。さらには、鍔部７１３に配設する場合に限らず、
天板部７１１など、押圧や接触を検出可能ないずれの位置に配設する構成としてもよい。
【０１３６】
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　その他、本発明の実施の際の具体的な構造および手順は、本発明の目的を達成できる範
囲で他の構造などに適宜変更できる。
【０１３７】
〔実施の形態の効果〕
　上記実施の形態では、利用者による設定入力操作にて回転移動されこの回転移動に対応
して回転移動検出手段８１０で所定操作信号である検出信号を出力させる回転体部６００
の回転移動の際に、負荷設定手段９１０で設定され利用者が操作感として感じ取る負荷の
大きさを、利用者による入力操作に対応して変更可能としている。このため、回転体部６
００の回転操作時に利用者毎に嗜好に対応した操作感の負荷に設定でき、良好な操作感で
の設定入力操作を提供できる。
【産業上の利用可能性】
【０１３８】
　本発明は、設定入力操作される操作子の負荷を調整する負荷調整装置、スイッチ装置、
情報処理装置、ＤＪ用再生装置および再生装置に利用できる。
【図面の簡単な説明】
【０１３９】
【図１】本発明の再生装置に係わる一実施の形態における再生システムを示すブロック図
である。
【図２】上記実施の形態における情報処理装置を示す平面図である。
【図３】上記実施の形態におけるスイッチ装置を示す平面図である。
【図４】上記実施の形態におけるスイッチ装置を示す側面断面図である。
【図５】上記実施の形態に置けるスイッチ装置における回転移動検出手段が配設された位
置を切り欠いた側面断面図である。
【図６】上記実施の形態における回転体部を示す一部を切り欠いた分解斜視図である。
【図７】上記実施の形態におけるジョグテーブル部を示す平面図である。
【図８】上記実施の形態における回転体部を取り外した状態のスイッチ装置における回転
体部と回転検出手段との関係を示す平面図である。
【図９】上記実施の形態における回転体部を取り外した状態のスイッチ装置における回路
基板の配置状況を示す平面図である。
【図１０】上記実施の形態における回転体部および回転動作部を取り外した状態のスイッ
チ装置を示す平面図である。
【図１１】上記実施の形態におけるスイッチ装置における回転体を取り外した状態での回
転検出手段近傍を示す平面断面図である。
【図１２】上記実施の形態におけるスイッチ装置における回転体を取り外した状態での台
座部を切り欠いた回転検出手段近傍を示す斜視図である。
【図１３】上記実施の形態におけるスイッチ装置における規制手段の位置を切り欠いた側
面断面図である。
【図１４】上記実施の形態におけるスイッチ装置のねじ止めリブ部近傍を示す側面断面図
である。
【図１５】上記実施の形態におけるスイッチ装置のガイドピン部近傍を示す側面断面図で
ある。
【図１６】上記実施の形態におけるスイッチ装置の押圧膨出部近傍を示す側面断面図であ
る。
【図１７】上記実施の形態におけるスイッチ装置の緩衝部材近傍を示す側面断面図である
。
【図１８】上記実施の形態におけるスイッチ装置の規制手段近傍の断面図である。
【図１９】上記実施の形態における規制手段の操作位置保持手段を示す平面断面図である
。
【図２０】上記実施の形態における再生システムの情報処理動作での再生処理の動作を示
すフローチャートである。
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【図２１】上記実施の形態における再生システムの情報処理動作での再生状況の変更処理
を示すフローチャートである。
【図２２】本発明の再生装置に係わる他の実施の形態におけるスイッチ装置の規制手段近
傍を示す断面図である。
【図２３】上記他の実施の形態における係合凹部を示す一部を切り欠いた平面図である。
【図２４】本発明の再生装置に係わるさらに他の実施の形態における規制手段の負荷の大
きさを変更する状態の操作つまみ部近傍を示す斜視図である。
【図２５】上記さらに他の実施の形態における規制手段の負荷の大きさを変更しない状態
の操作つまみ部近傍を示す斜視図である。
【図２６】本発明の再生装置に係わるさらに他の実施の形態における規制手段の操作つま
み部近傍を示す斜視図である。
【図２７】本発明の再生装置に係わるさらに他の実施の形態における規制手段近傍を示す
断面図である。
【図２８】本発明の再生装置に係わるさらに他の実施の形態における規制手段の操作つま
み部近傍を示す平面図である。
【図２９】本発明の再生装置に係わるさらに他の実施の形態における規制手段の操作つま
み部近傍を示す一部を切り欠いた平面図である。
【図３０】本発明の再生装置に係わるさらに他の実施の形態における規制手段近傍を示す
断面図である。
【図３１】上記さらに他の実施の形態における規制手段の付勢発生部材および付勢板を示
す分解斜視図である。
【図３２】上記さらに他の実施の形態における付勢発生部材を示す平面図である。
【図３３】上記さらに他の実施の形態における付勢発生部材を示す側面図である。
【図３４】本発明の再生装置に係わるさらに他の実施の形態における規制手段近傍を示す
断面図である。
【図３５】本発明の再生装置に係わるさらに他の実施の形態における規制手段近傍を示す
断面図である。
【図３６】本発明の再生装置に係わるさらに他の実施の形態における規制手段の負荷設定
手段近傍を示す斜視図である。
【符号の説明】
【０１４０】
　　１００　　　再生装置としての再生システム
　　２００　　　出力手段
　　３００　　　ＤＪ用再生装置である情報処理装置
　　３０１　　　筐体としての本体ケース
　　４００　　　情報処理手段
　　５００　　　スイッチ装置
　　６００　　　操作子としての回転体部
　　６２３　　　ラックである第１の歯車
　　８００　　　移動状況検出手段
　　９００　　　操作感調整装置としての規制手段
　　９１０　　　負荷設定手段
　　９１１　　　接触部材である回転部材としてのピニオンである規制歯車
　　９１３　　　座金
　　９１４　　　座金としての付勢板
　　９１６　　　摩擦発生手段
　　９５０　　　負荷変更手段
　　９５１　　　設定操作部としても機能し得る操作シャフト部
　　９５３　　　設定操作部としての操作つまみ部
　　９５６　　　係止部としての球面凹状の係合凹部
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　　９５７　　　係合部としての係止片部
　　９５９　　　操作位置保持手段
　　９６１　　　動作部としての動作伝達杆部
　　９７０　　　動作部としての動作伝達片部
　　９７２　　　動作部としての付勢発生部材
　　９８１　　　磁性部材としての金属板部
　　９８３　　　磁石

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】
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